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第 11 期教育振興基本計画部会・「令和の日本型学校教育」を担う

教師の在り方特別部会の審議の状況について 

審議実績 

●次期教育振興基本計画について

・令和４年２月の中央教育審議会総会において文部科学大臣より諮問された「次期教育
振興基本計画の策定について」を受け、中央教育審議会総会直下の部会として「教育振
興基本計画部会」を設け、教育段階の連続性を重視した横断的な検討を行った。次期計
画では、「持続可能な社会の創り手の育成」と「日本社会に根差したウェルビーイング
の向上」という２つのコンセプトのもと、５つの基本的な方針、１６の教育政策の目標
と基本施策、指標を示し、令和 5 年 3 月、第 134 回中央教育審議会総会にて答申予
定。

●「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方について

・令和３年３月の中央教育審議会総会において文部科学大臣より諮問された「「令和の
日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について」を受け、中央教
育審議会総会直下の部会として「「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部
会」を設け、学校教育の中核を担う教師の在り方について包括的な検討を行った。その
結果、令和４年 12 月 19 日に、①「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師像と教
師に求められる資質能力、②多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成、③教員
免許の在り方、④教員養成大学・学部、教職大学院の在り方、⑤教師を支える環境整備
の各項目に関して具体的方策を盛り込んだ「「令和の日本型学校教育」を担う教師の養
成・採用・研修等の在り方について」を答申した。
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【社会の現状や変化】
・新型コロナウイルス感染症の拡大 ・ロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化 ・VUCAの時代（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性） ・少子化・人口減少や高齢化
・グローバル化・地球規模課題 ・DXの進展、AI・ロボット・グリーン（脱炭素） ・共生社会・社会的包摂 ・精神的豊かさの重視（ウェルビーイング） ・18歳成年・こども基本法 等

教育の普遍的な使命：学制150年、教育基本法の理念・目的・目標（不易）の実現のための、社会や時代の変化への対応（流行）
教育振興基本計画は予測困難な時代における教育の方向性を示す羅針盤となるものであり、教育は社会を牽引する駆動力の中核を担う営み

今後の教育政策に関する基本的な方針

・（初等中等教育）国際的に高い学力水準の維持、GIGAスクール構想、教職員定数改善
・（高等教育）教学マネジメントや質保証システムの確立、連携・統合のための体制整備
・（学校段階横断）教育費負担軽減による進学率向上、教育研究環境整備や耐震化 等

第3期計画期間中の成果
・コロナ禍でのグローバルな交流や体験活動の停滞 ・不登校・いじめ重大事態等の増加
・学校の長時間勤務や教師不足 ・地域の教育力の低下、家庭を取り巻く環境の変化
・高度専門人材の不足や労働生産性の低迷 ・博士課程進学率の低さ 等

第3期計画期間中の課題

次期教育振興基本計画について（答申（案）） 【概要】
我が国の教育をめぐる現状・課題・展望

2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成 日本社会に根差したウェルビーイング（※）の向上

誰一人取り残さず、全ての人の可能性を引き出す
共生社会の実現に向けた教育の推進 地域や家庭で共に学び支え合う社会の

実現に向けた教育の推進

教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

計画の実効性確保のための基盤整備・対話

グローバル化する社会の持続的な
発展に向けて学び続ける人材の育成

・将来の予測が困難な時代において、未来に向けて自らが社会の創り手となり、
課題解決などを通じて、持続可能な社会を維持・発展させていく
・社会課題の解決を、経済成長と結び付けてイノベーションにつなげる取組や、
一人一人の生産性向上等による、活力ある社会の実現に向けて「人への投資」が必要
・Society5.0で活躍する、主体性、リーダーシップ、創造力、課題発見・解決力、論
理的思考力、表現力、チームワークなどを備えた人材の育成

・多様な個人それぞれの幸せや生きがいを感じるとともに、地域や社会
が幸せや豊かさを感じられるものとなるための教育の在り方
・幸福感、学校や地域でのつながり、利他性、協働性、自己肯定感、自
己実現等が含まれ、協調的要素と獲得的要素を調和的・一体的に育む
・日本発の調和と協調（Balance and Harmony）に基づくウェルビー
イングを発信

・子供が抱える困難が多様化・複雑化する中で、 個別最適・
協働的学びの一体的充実やインクルーシブ教育システムの推
進による多様な教育ニーズへの対応
・支援を必要とする子供の長所・強みに着目する視点の重視、
地域社会の国際化への対応、多様性、公平・公正、包摂性
（DE&I）ある共生社会の実現に向けた教育を推進
・ICT等の活用による学び・交流機会、アクセシビリティの向上

・持続的な地域コミュニティの基盤形成に向けて、公民
館等の社会教育施設の機能強化や社会教育人材の
養成と活躍機会の拡充
・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進、
家庭教育支援の充実による学校・家庭・地域の連携強化
・生涯学習を通じた自己実現、地域や社会への貢献等
により、当事者として地域社会の担い手となる

教育データの標準化、基盤的ツール
の開発・活用、教育データの分析・
利活用の推進

DXに至る３段階（電子化→最適化→新たな価
値(DX)）において、第３段階を見据えた、第１段
階から第２段階への移行の着実な推進

GIGAスクール構想、情報活用能力の育成、
校務DXを通じた働き方改革、教師のICT活用
指導力の向上等、 DX人材の育成等を推進

デジタルの活用と併せてリアル
（対面）活動も不可欠、学習
場面等に応じた最適な組合せ

指導体制・ICT環境等の整備、学校における働き方改革の
更なる推進、経済的・地理的状況によらない学びの確保

各関係団体・関係者（子供を含む）との対話を
通じた計画の策定等

NPO・企業等多様な担い手との連携・協働、安全・安心で
質の高い教育研究環境等の整備、児童生徒等の安全確保

※身体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期的な幸福のみならず、生きがいや
人生の意義などの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。

次期計画のコンセプト

人生100年時代に複線化する生涯にわたって学び続ける学習者

・主体的に社会の形成に参画、持続的社会の発展に寄与
・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善、大
学教育の質保証
・探究・STEAM教育、文理横断・文理融合教育等を推進
・グローバル化の中で留学等国際交流や大学等国際化、外
国語教育の充実、SDGsの実現に貢献するESD等を推進
・リカレント教育を通じた高度人材育成
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②各教育段階における教育の質の向上に向けた環境整備
・GIGAスクール構想、教師の処遇在り方検討、指導体制の構築、教員研修高度化
・国立大学法人運営費交付金・私学助成の適切な措置、成長分野への転換支援の基金創設
・リカレント教育の環境整備、学校施設・大学キャンパスの教育研究環境向上と老朽化対策 等

①教育費負担軽減の着実な実施及び更なる推進
・幼児教育・保育の無償化、高等学校等就学支援金による授業料支援、高等
教育の修学支援新制度等による教育費負担軽減を着実に実施
・高等教育の給付型奨学金等の多子世帯や理工農系の学生等の中間層への
拡大 等

今後５年間の教育政策の目標と基本施策

教育政策の目標 基本施策（例） 指標（例）
１．確かな学力の育成、
幅広い知識と教養・専
門的能力・職業実践力
の育成

○個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実
○新しい時代に求められる資質・能力を育む学習指導要領の実施
○幼児教育の質の向上 ○高等学校教育改革 ○大学入学者選抜改革
○学修者本位の教育の推進 ○文理横断・文理融合教育の推進
○キャリア教育・職業教育の推進 ○学校段階間・学校と社会の接続の推進

・OECDのPISAにおける世界トップレベル水準の維持・到達
・授業の内容がよく分かる、勉強は好きと思う児童生徒の割合
・将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合
・高校生・大学生の授業外学修時間
・PBL（課題解決型学習）を行う大学等の割合
・職業実践力育成プログラム（BP）の認定課程数

２．豊かな心の育成 ○道徳教育の推進 ○いじめ等への対応、人権教育の推進
○発達支持的生徒指導の推進 ○体験・交流活動の充実 ○読書活動の充実
○伝統や文化等に関する教育の推進 ○文化芸術による子供の豊かな心の推進

・自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合
・人が困っている時は進んで助けていると考える児童生徒の割合
・自然体験活動に関する行事に参加した青少年の割合

３．健やかな体の育成、
スポーツを通じた豊かな
心身の育成

○学校保健、学校給食・食育の充実 ○生活習慣の確立、学校体育の充実・高度化
○運動部活動改革の推進と身近な地域における子供のスポーツ環境の整備充実
○アスリートの発掘・育成支援

・朝食を欠食する児童生徒の割合
・１週間の総運動時間が６０分未満の児童生徒の割合
・卒業後にもスポーツをしたいと思う児童生徒の割合

４．グローバル社会におけ
る人材育成

○日本人学生・生徒の海外留学の推進 ○外国人留学生の受入れの推進
○高等学校・高等専門学校・大学等の国際化 ○外国語教育の充実

・英語力について、中学・高校卒業段階で一定水準を達成した中高
生の割合 ※留学等の国際交流は今後設定予定

５．イノベーションを担う人
材育成

○探究・STEAM教育の充実 ○大学院教育改革 ○高等専門学校の高度化
○理工系分野をはじめとした人材育成及び女性の活躍推進
○起業家教育（アントレプレナーシップ教育）の推進 ○大学の共創拠点化

・修士入学者数に対する博士入学者数の割合
・自然科学（理系）分野を専攻する学生の割合
・大学等における起業家教育の受講者数

６．主体的に社会の形
成に参画する態度の育
成・規範意識の醸成

○子供の意見表明 ○主権者教育の推進 ○消費者教育の推進
○持続可能な開発のための教育（ESD）の推進 ○男女共同参画の推進
○環境教育の推進 ○災害復興教育の推進

・地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童生徒の割合
・学級生活をよりよくするために学級会で話し合い、互いの意見のよさ
を生かして解決方法を決めていると答える児童生徒の割合

今後の教育政策の遂行に当たっての評価・投資等の在り方

「人への投資」は成長の源泉であり、成長と分配の好循環を生み出すため、教育への効果的投資を図る必要。「未来への投資」としての教育投資を社会全体で確保。

OECD諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の状況を参考とし、必要な予算について財源を措置し、真に必要な教育投資を確保

・客観的な根拠を重視した教育政策のPDCAサイクルの推進
・調査結果（定量・定性調査）に基づく多様な関係者の対話を通じた政策・実践の改善

教育政策の持続的改善のための評価・指標の在り方

教育投資の在り方

・データ等を分析し、企画立案等を行うことのできる行政職員の育成
・教育データ（ビッグデータ）の分析に基づいた政策の評価・改善の促進
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教育政策の目標 基本施策（例） 指標（例）
７．多様な教育ニーズへの
対応と社会的包摂

○特別支援教育の推進 ○不登校児童生徒への支援の推進 ○ヤングケアラーの支援
○子供の貧困対策 ○海外で学ぶ日本人・日本で学ぶ外国人等への教育の推進
○特異な才能のある児童生徒に対する指導・支援 ○大学等における学生支援
○夜間中学の設置・充実 ○高校定時制・通信制課程の質の確保・向上
○高等専修学校の教育の推進 ○日本語教育の充実 ○障害者の生涯学習の推進

・個別の指導計画・個別の教育支援計画の作成状況
・学校内外で相談・指導等を受けていない不登校児童生徒数の割合
・不登校特例校の設置数
・夜間中学の設置数
・日本語指導が必要な児童生徒で指導を受けている者の割合
・在留外国人数に占める日本語教育機関等の日本語学習者割合

８．生涯学び、活躍できる
環境整備

○大学等と産業界の連携等によるリカレント教育の充実 ○働きながら学べる環境整備
○リカレント教育のための経済支援・情報提供 ○現代的・社会的課題に対応した学習
○女性活躍に向けたリカレント教育の推進 ○高齢者の生涯学習の推進
○リカレント教育の成果の適切な評価・活用 ○生涯を通じた文化芸術活動の推進

・この１年くらいの間に生涯学習をしたことがある者の割合
・この１年くらいの間の学修を通じて得た成果を仕事や就職の上で生
かしている等と回答した者の割合
・国民の鑑賞、鑑賞以外の文化芸術活動への参加割合

９．学校・家庭・地域の連
携・協働の推進による地域
の教育力の向上

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 ○家庭教育支援の充実
○部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境の一体的な整備

・コミュニティ・スクールを導入している公立学校数
・学校に対する保護者や地域の理解が深まったと認識する学校割合
・コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の住民等参画状況

１０．地域コミュニティの基
盤を支える社会教育の推
進

○社会教育施設の機能強化 ○社会教育人材の養成・活躍機会拡充
○地域課題の解決に向けた関係施設・施策との連携

・知識・経験等を地域や社会での活動に生かしている者の割合
・社会教育士の称号付与数
・公民館等における社会教育主事有資格者数

１１．教育DXの推進・デジ
タル人材の育成

○１人１台端末の活用 ○児童生徒の情報活用能力の育成 ○教師の指導力向上
○校務DXの推進 ○教育データの標準化 ○教育データ分析・利活用
○デジタル人材育成の推進（高等教育） ○社会教育分野のデジタル活用推進

・児童生徒の情報活用能力（情報活用能力調査能力値）
・教師のICT活用指導力 ・ICT機器を活用した授業頻度
・数理・データサイエンス・AI教育プログラム受講対象学生数

１２．指導体制・ICT環境
の整備、教育研究基盤の
強化

○指導体制の整備 ○学校における働き方改革の更なる推進 ○ICT環境の充実
○教師の養成・採用・研修の一体的改革 ○地方教育行政の充実
○教育研究の質向上に向けた基盤の確立（高等教育段階）

・教師の在校等時間の短縮 ・特別免許状の授与件数
・教員採用選考試験における優れた人材確保のための取組状況
・児童生徒１人１台端末の整備状況 ・ICT支援員の配置人数
・大学における外部資金獲得状況 ・大学間連携に取り組む大学数

１３．経済的状況、地理的
条件によらない質の高い学
びの確保

○教育費負担の軽減に向けた経済的支援
○へき地や過疎地域等における学びの支援 ○災害時における学びの支援

・住民税非課税世帯等の子供の大学等進学率
・経済的理由による高等学校・大学等の中退者数・割合
・高等学校の学びの質向上のための遠隔教育における実施科目数

１４．NPO・企業・地域団
体等との連携・協働

○NPOとの連携 ○企業との連携 ○スポーツ・文化芸術団体との連携
○医療・保健機関との連携 ○福祉機関との連携 ○警察・司法との連携
○関係省庁との連携

・職場見学・職業体験・就業体験活動の実施の割合
・都道府県等の教育行政に係る法務相談体制の整備状況

１５．安全・安心で質の高
い教育研究環境の整備、
児童生徒等の安全確保

○学校施設の整備 ○学校における教材等の充実
○私立学校の教育研究基盤の整備 ○文教施設の官民連携
○学校安全の推進

・公立小中学校や国立大学等の施設の老朽化対策実施率
・私立学校施設の耐震化率
・学校管理下における障害や重度の負傷を伴う事故等の件数

１６．各ステークホルダーとの
対話を通じた計画策定・フォ
ローアップ

○各ステークホルダー（子供含む）からの意見聴取・対話 ・国・地方公共団体の教育振興基本計画策定における各ステークホ
ルダー（子供含む）の意見の聴取・反映の状況の改善
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中央教育審議会 教育振興基本計画部会（第１１期）委員名簿 

（委員） 

渡邉 光一郎 第一生命ホールディングス株式会社取締役会長、一般社団法人日

本経済団体連合会副会長 

清原  慶子 杏林大学客員教授、ルーテル学院大学客員教授、前東京都三鷹市長  

永田  恭介  筑波大学長 

荒瀬  克己  独立行政法人教職員支援機構理事長 

今村  久美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

  内田 由紀子 京都大学人と社会の未来研究院教授 

  小林 いずみ   ANAホールディングス株式会社取締役、三井物産株式会社取締役、

株式会社みずほホールディングス取締役、オムロン株式会社取締役  

  清水  敬介  公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会顧問 

清水  信一  学校法人武蔵野東学園常務理事 

堀田  龍也  東北大学大学院情報科学研究科教授、東京学芸大学大学院教育学

研究科教授 

  村岡  嗣政  山口県知事 

村田 治  関西学院大学長、学校法人関西学院副理事長 

（臨時委員） 

  安孫子 尋美 株式会社ニトリホールディングス取締役、ニトリ大学学長、人材

教育部ゼネラルマネージャー 

  岩本 悠  一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム代表理事 

  大森  昭生  共愛学園前橋国際大学学長 

  大日方 邦子 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会会長 

  川口  大司 東京大学大学院公共政策学連携研究部教授 

  河野  淳子 公益財団法人AFS日本協会理事・事務局長 

  黒木 淳一郎  宮崎県教育委員会教育長 

  黒沢  正明  八王子市立高尾山学園校長 

  杉村  美紀 上智大学総合人間科学部教育学科教授 

  関 福生  愛媛県新居浜市教育委員会生涯学習センター所長、新居浜生涯学習大学学長 

  徳永  智子 筑波大学人間系教育学域助教 

牧野 篤  東京大学大学院教育学研究科教授 

  松浦  良充  慶應義塾常任理事 

  三好  雅章  広島県福山市教育委員会教育長 

  元紺谷 尊広  北海道有朋高等学校長、北海道高等学校遠隔授業配信センター長 

吉田  信解  埼玉県本庄市長 

  吉田 都 新国立劇場舞踊芸術監督 

吉見  俊哉  東京大学大学院情報学環教授 
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４．
今後の
改革の
方向性

『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について
～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成～

１．令和3年答申で示された、「令和の日本型学校教育」を担う教師及び教職員集団の姿
・変化を前向きに受け止め、教職生涯を通じて学び続ける ・子供一人一人の学びを最大限に引き出す役割を果たす ・子供の主体的な学びを支援する伴走者としての能力も備えている
・多様な人材の教育界内外からの確保や、教師の資質・能力の向上により、質の高い教職員集団を実現する ・多様な外部人材や専門スタッフ等とがチームとして力を発揮する
・教師が創造的で魅力ある仕事であることが再認識され、教師自身も志気を高め、誇りを持って働くことができる
２．子供たちの多様化と社会の変化

教員養成学部・学科のほか中・高・特支等については
他の学科でも教職課程が開設可能

これまでの
取組

• 新学習指導要領の実施
• 小学校35人学級、高学年教科担任制
• GIGAスクール
• 学校の働き方改革 等

他の会議体からの
提言・要請

• 経済財政諮問会議
• 規制改革推進会議
• 内閣府CSTI
• 教育未来創造会議

３．教師の養成、免許、採用、研修に関する制度及び実態

○ 教職課程では、教科の専門的事項や指導法、教育の基礎的
理解などの単位の修得が必要

○ 2～4週間程度の教育実習が必須。ただし、一部の単位は学
校体験活動で代替可能

○ 国立教員養成大学・学部数は45、定員は11,021人、教員
就職率は66.9％

○ 小学校の教職課程を有する私立大学は10年で3割増

○ 普通免許状（教職課程を経て授与）のほか、特別免許状（教科の専
門的な知識経験・技能と社会的信望・熱意と識見を有する者に授与）、臨時
免許状（普通免許状を有する者を採用できない場合に限定、有効期限3年）
の3種類が存在。

○ 普通免許状の授与件数は、中高で減少、小学校で横ばい、特
別支援学校で増加

○ 特別免許状の授与件数は増加。一方で絶対数は少ない。学
校種では高校、教科では、英語・看護等に集中

○ 採用倍率低下(大量退職や特別支援学級の急増を反映した採用増と、既
卒受験者層の減少)

○ 年齢構成は地域・学校種で大きく異なる。一部地域の小学校
では、大量退職・採用のピークが過ぎ、既に若年層の占める割
合が高い

○ 新卒受験者数は、小学校は微増、中学・高校は減少
○ 臨時的任用教員等が不足する「教師不足」が発生
○ 民間企業等経験者の割合は約4%

○ 任命権者が、国が定める指針を参酌しつつ教員育成指標を策
定し、それに基づく体系的な教員研修計画を策定。研修実施
者は、計画に基づき研修を実施（平成28年の教特法改正によ
り導入）

○ 教員育成指標の策定や教員育成指標に基づく校長及び教員の
資質の向上というテーマについての協議を行うための協議会を、任
命権者や関係大学等を構成員として組織

「新たな教師の学びの姿」の実現

 子供たちの学び（授業観・学習観）とともに教師自身の学び（研
修観）を転換し、「新たな教師の学びの姿」（個別最適な学び、協
働的な学びの充実を通じた、「主体的・対話的で深い学び」）を実現

 養成段階を含めた教職生活を通じた学びにおける、「理論と実践の
往還」の実現（理論知（学問知）と実践知などの「二項対立」の陥
穽に陥らない）

多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成

 教師一人一人の専門性の向上と、多様な専門性・背景を有する
人材の取り込みにより、教職員集団の多様性を確保し、学校組
織のレジリエンス（復元力、立ち直る力）の向上

 学校管理職のリーダーシップの下、心理的安全性を確保し、教職
員の多様性を配慮したマネジメントの実現

 「学校の働き方改革」の推進

教職志望者の多様化や、教師のライフサイクルの
変化を踏まえた育成と、安定的な確保

 多様な教職志望者へ対応するため教職課程の
柔軟性の向上

 産休・育休取得者の増加、定年延長など教師の
ライフサイクルの変化を前向きに捉え、採用や配
置等を工夫

第Ⅰ部 総論

養成 免許

採用 研修

• 「日本型学校教育」は国際的に高く評価される一方、教師の長時間勤務が課題
• 子供たちの多様化（特別支援、外国人児童生徒、特定分野に特異な才能のある児童生徒など）
• Society5.0時代の到来、高校における共通必履修科目「情報Ⅰ」の開始
• 臨時的任用教員等が確保できない「教師不足」問題の発生

原則、都道府県教育委員会が授与

公立の場合、任命権者たる教育委員会が採用（小中は都道府県・政令市） 公立の場合、研修実施者たる教育委員会が実施（小中は都道府県・政令市・中核市）
R2H27H22

特別免許状授与件数

経緯
中教審答申「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（令和３年１月）：今後更に検討を要する事項
「個別最適な学びと協働的な学びによる「令和の日本型学校教育」を実現するための，教職員の養成・採用・研修等の在り方」

令和３年３月 「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の
在り方について」（諮問）
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公立学校教員採用選考試験55,600人
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令和４年１２月１９日
中央教育審議会答申（概要）
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１．「令和の日本型学校教育」を担う教師に求められる資質能力

• 「大臣指針」において、教師に共通的に求められる資質能力の柱を、①教職に必要な素養
②学習指導 ③生徒指導 ④特別な配慮や支援を必要とする子供への対応 ⑤ICTや情報
・教育データの利活用の5項目に再整理

• 任命権者において、指針を参酌しながら、教員育成指標の変更など必要な見直しを実施
• 教職課程では、既に④に対応した科目は令和元年度、⑤に対応した科目は令和4年度から
必須単位化）。今後、自己点検評価の中で、上記の資質能力を身に付けられるか確認

教師に求められる資質能力の再整理 理論と実践の往還を重視した教職課程への転換
• 「教育実習」等の在り方の見直し（履修形式の柔軟化等）
• 「学校体験活動」の積極的な活用（学習指導員、放課後児童クラブやNPO等での課題を抱える子供た
ちへの支援等も含む）

• 「教員養成フラッグシップ大学」における先導的・革新的な教職科目の研究・開発等
• 特別支援教育の充実に資する「介護等の体験」の活用等（特別支援学校・学級、通級指導など）

２．多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成

• 強みや専門性（データ活用、STEAM教育、障害児発達支援、日本語指導、心理、福祉、
社会教育、語学力、グローバル感覚など）を身に付ける活動との両立のため、四年制大学に
おいて最短２年間で必要資格が得られる教職課程の特例的な開設・履修モデルの設定

• 小学校の専科指導優先実施教科（外国語、理科、算数、体育）に相当する中学校教員養
成課程を開設する学科等において、小学校教員養成課程の設置を可能とする

• 中学校二種免許状等における「教科に関する専門的事項」の必要科目の見直し

教職課程における多様な専門性を有する教師の養成
• 特別免許状に関する運用の見直し（授与基準や手続の周知、特別免許状保有者が、他
校種の特別免許状の授与を受ける際の基準等の明確化）

• 任命権者における特別免許状を活用した特別採用選考試験の実施促進（特別免許状
等を活用した入職支援）

• 特別免許状による採用者を対象とした研修の実施・支援
• 教員資格認定試験の拡大等（高校「情報」の実施、中学校等免許取得者の小学校試験
の一部免除の検討）

多様な専門性や背景を持つ人材を教師として取り入れるための方策

• 教員採用選考試験の早期化・複線化を含めた多様な入職スケジュールに関し国・任命権者の連
携により検討(７月に１次試験、８月に２次試験、９～10月に合格発表・採用内定が一般的)

• 特定の強みや専門性を有する者に対する特別採用選考試験等の実施

優れた人材を確保できる教員採用等の在り方の検討
校長等の管理職の育成及び求められる資質能力の明確化・計画的な育成
• 「大臣指針」の改正により、校長の資質能力（マネジメント能力、アセスメント、ファシリテーシ
ョン）を示すとともに、各任命権者が、教師とは別に、校長に関する独自の育成指標を策定
することを明記。新任校長等を対象とした研修の充実など、校長自身の学びを支援

３．教員免許の在り方

• 審議まとめ（令和3年11月）において、教員免許更新制の発展的解消を提言。令和4年5
月に教育職員免許法が改正され、7月1日より実施。

• 研修履歴を活用した資質向上に関する指導助言等の仕組みにより、教師の「個別最適な学
び」、「協働的な学び」を充実させ、「新たな教師の学びの姿」を実現。

• 教師の資質向上に関する「大臣指針」を改正、「対話と奨励のガイドライン」を策定

教員免許更新制の発展的解消及び教員研修の高度化
• 小学校教諭と中学校教諭の両免併有の促進

• 教職課程における義務教育特例の新設【制度改正済】
• 専科指導優先実施教科の小学校教員養成課程の設置の拡大等（再掲）
• 教員資格認定試験における中学校等免許保有者の小学校試験の一部免除等（再掲）
• 他校種の免許状を取得する際に必要な最低勤務年数の算入対象の拡大【制度改正済】

義務教育9年間を見通した教員免許の在り方を踏まえた方策

４．教員養成大学・学部、教職大学院の在り方

• 学部と教職大学院との連携・接続の強化・実質化（教職大学院進学希望者対象コースの
設定、先取り履修を踏まえた教職大学院の在学年限短縮等）

• 教育委員会と大学の連携強化（教員育成協議会における協議の活性化、教委等との人
事交流の推進、教委と連携・協働した研修プログラム等の展開等）

• 教師養成に係る理論と実践の往還を重視した人材育成の好循環の実現（教職大学院の
学びを生かしたキャリアパスの確立、教員養成学部における実務家教員登用に係る具体的な
基準設定・FDの充実等）

• 教員就職率の向上、組織体制の見直し（養成段階における教員就職率向上のための取組
、教委と連携した地域課題解決に対応したカリキュラムの構築等、定員の見直し・大学間連
携・統合に係る検討等）

教員養成大学・学部、教職大学院の高度化・機能強化
• 「研修履歴記録システム」及び「プラットフォーム(教委・大学・民間等が提供する研修コンテ
ンツを一元的に収集・整理・提供するシステム)」の一体的構築

• 教育委員会・学校管理職は、研修履歴の記録・管理を自己目的化しない意識が必要
• 喫緊の教育課題に対応したオンライン研修コンテンツの充実

学びの振り返りを支援する仕組みの構築
５．教師を支える環境整備

• 失効・休眠免許保持者の円滑な入職の促進(再授与手続き簡素化、ペーパーティーチャー等への研修)
• 働き方改革の一層の推進(教職員定数の改善、支援スタッフの充実、学校DXの推進、コミュニティ・スク
ールと地域学校協働活動の一体的な推進等)、勤務実態調査の結果を踏まえた教師の処遇の在り方の
検討

多様な働き方等教師を支える環境整備

養成

養成

養成

研修

研修

研修養成

採用

免許 免許

免許

研修 養成

採用

研修

研修

採用

第Ⅱ部 各論総論に示す３つの方向性（「新たな教師の学びの姿」の実現、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成、教職志望者の多様化等を踏まえた育成・安定的確保）を踏まえ、以下の改革を実施

免許
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第 11期中央教育審議会 

「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会委員（※答申時） 

（50音順） 

◎：部会長 ○：部会長代理

（委員） 

荒瀬克己 教職員支援機構理事長 

今村久美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

加治佐哲也 兵庫教育大学長 

貞廣斎子 千葉大学教育学部教授 

清水敬介 公益社団法人日本 PTA 全国協議会顧問 

永田恭介 筑波大学長、一般社団法人国立大学協会長 

浜佳葉子 東京都教育委員会教育長、全国都道府県教育委員会連合会長 

吉田晋 学校法人富士見丘学園理事長、富士見丘中学高等学校長、日本私立中学高等学校連合会長 

渡邉光一郎 第一生命ホールディングス株式会社取締役会長、一般社団法人日本経済団体連合会副会長 

（臨時委員） 

秋田喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授 

安家周一 学校法人あけぼの学園理事長、あけぼの幼稚園長、梅花女子大学心理こども学部こども教

育学科客員教授、一般財団法人全日本私立幼稚園幼児教育研究機構理事長 

安部恵美子 長崎短期大学長 

石崎規生 東京都立桜修館中等教育学校統括校長、全国高等学校長協会長 

市川裕二 東京都立あきる野学園校長、全国特別支援学校長会長 

岩本悠 一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム代表理事、島根県教育魅力化特命官 

大字弘一郎 世田谷区立下北沢小学校長、全国連合小学校長会長 

喜多好一 江東区立豊洲北小学校統括校長、全国特別支援学級・通級指導教室設置学校長協会長 

木村国広 長崎大学教育学部・大学院教育学研究科教授 

坂越正樹 広島文化学園大学・短期大学長 

高橋純 東京学芸大学教育学部准教授 

戸ヶ﨑勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長 

中原淳 立教大学経営学部教授 

根津朋実 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

平井邦明 東京都台東区立忍岡中学校長、全日本中学校長会長 

古沢由紀子 読売新聞東京本社編集委員 

益川弘如 聖心女子大学現代教養学部教育学科教授 

松木健一 福井大学理事・副学長（企画戦略担当） 

松田悠介 認定特定非営利活動法人 Teach for Japan 創業者・理事、株式会社松田グローバル人財研

究所代表取締役社長 

森山賢一 玉川大学大学院教育学研究科教授 

吉田信解 埼玉県本庄市長、全国市長会社会文教委員長 

（全 30 名） 

◎

○
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第１１期生涯学習分科会の審議の状況 

１．第１１期における審議実績 

・ 第 11 期生涯学習分科会は、第９期答申、第 10 期の議論を踏まえながら、

関係省庁からのヒアリングを含め第 111 回から第 120 回まで計 10 回の審議

を行い、令和４年８月に「第 11 期中央教育審議会生涯学習分科会における

議論の整理」（以下、「第 11 期議論の整理」という。）を取りまとめた。

・ 第 11 期議論の整理の内容を踏まえ、社会教育人材及び社会教育施設の振

興方策を中心に第 121 回から第 123 回まで計３回の審議を行い、令和５年度

以降に取り組む施策の工程表を含む、今後の生涯学習・社会教育の振興方策

（重点事項及び具体策）について審議を行った。

●第 11 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理について

・ 第 11 期議論の整理は、「全ての人のウェルビーイングを実現する、共に学

び支えあう生涯学習・社会教育に向けて」を副題として設定し、生涯学習・

社会教育をめぐる現状・課題、生涯学習・社会教育が果たしうる役割、今後

の生涯学習・社会教育の振興方策、の三つの段落で構成している。

・ 生涯学習・社会教育が果たしうる役割については、従来の基本的な役割に

加えて重要になる役割として、以下のものを提示している。

①ウェルビーイングの実現

②地域コミュニティの基盤としての役割

③社会的包摂の実現を図る役割（デジタル社会への対応を含む）

・ 今後の生涯学習・社会教育の振興方策としては、以下の５点を挙げた上

で、国及び地方公共団体の果たすべき役割も示している。

①公民館等の社会教育施設の機能強化、デジタル社会への対応

②社会教育主事、社会教育士等の社会教育人材の養成と活躍機会の拡充

③地域と学校の連携・協働の推進

④リカレント教育の推進

⑤多様な障害に対応した生涯学習の推進
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●今後の生涯学習・社会教育の振興方策（重点事項及び具体策）について 
・ 一人一人の生活と地域づくりの双方を支える役割を、社会教育人材及び社

会教育施設がその専門性を生かし、連携して担う体制（「地域の学びと実践

プラットフォーム」）を構築することを提示し、この実現に向けて、社会教

育人材及び社会教育施設のそれぞれに関する重点事項を整理した。 
 また、重点事項ごとの具体策に関しては、令和５年度から令和６年度まで

を重点期間として、今後の取組内容の工程表や第 12 期の生涯学習分科会に

おいて専門的に審議する内容を整理した。 
 
●文部科学省認定社会通信教育について 

文部科学大臣は、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信

教育で社会教育上奨励すべきものについて、社会教育法等に基づき認定を行

っている。今期は、２課程の認定、２課程の変更、４課程の廃止を行った。 
 

区分 通信教育名 実施者 
認定 女子栄養大学ヘルシー食事学 学校法人香川栄養学園 
認定 食と健康 学校法人香川栄養学園 
変更 早稲田速記講座専門課程 学校法人川口学園 
変更 早稲田速記講座速習課程 学校法人川口学園 
廃止 ホームヘルパー養成 2 級課程・通信コ

ース 
学校法人サンシャイン学園

東京福祉保育専門学校 
廃止 現代経営講座管理者基礎コース 一般社団法人日本経営協会 
廃止 現代経営講座戦略管理者コース 一般社団法人日本経営協会 
廃止 現代経営講座中堅社員実力養成コース 一般社団法人日本経営協会 

 

２．来期に審議することが考えられる事項 

●生涯学習・社会教育の振興方策の具体化 
第 11期議論の整理を踏まえ、 

①社会教育人材の活躍促進に向けた方策 

②リカレント教育の推進 

③地域と学校の連携・協働の推進 

④国際的な動向への対応 

を中心に、今後の生涯学習・社会教育の振興方策について引き続き審議するこ

とが考えられる。 
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２ 生涯学習・社会教育が果たしうる役割
○生涯学習： 職業や生活に必要な知識を身につけ自己実現を図るためのもの。他者との学び合い・教え合いにより豊かな学びにつながるもの
○社会教育： 学びを通じて「人づくり・つながりづくり・地域づくり」の循環を生み、持続的な地域コミュニティを支える基盤となるもの

１ 生涯学習・社会教育をめぐる現状・課題

第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理【概要】
～全ての人のウェルビーイングを実現する、共に学び支えあう生涯学習・社会教育に向けて～

○ 社会やライフスタイルの変化等により、人と人との 「つながり」の希薄化、困難な立場にある人々（貧困の状況にある子供、障害者、
高齢者、孤独・孤立の状態にある者、外国人等）などに関する課題が顕在化・深刻化

⇒ 社会的包摂と、その実現を支える地域コミュニティが一層重要に
○ 「新しい資本主義」に向けた人への投資の充実、デジタル社会の進展への対応の必要性が増大
⇒ 社会人の学び直しをはじめとする生涯学習が一層重要に

特に、デジタルデバイド解消や、国民全体のデジタルリテラシー向上が喫緊の課題に（デジタル田園都市国家構想の実現）

人生100年時代・VUCAの時代においては、こうした従来の役割に加え、下記の役割がより重要に

３ 今後の生涯学習・社会教育の振興方策

ウェルビーイング：「個人」 の幸せ＋ 周囲の「場」 のよい状態

生涯学習を通じた個人の成長と、持続的な地域コミュニティを
支える社会教育は、ウェルビーイングの実現に密接不可分

＜生涯学習＞
「個人」の生涯にわたる
自己実現を図る学習

＜社会教育＞
学びを通じた「人づくり・

つながりづくり・地域づくり」

ウェルビーイングの実現

貧困の状況にある子供、障害者、高齢者、孤独・孤立の状態
にある者、外国人、女性など、それぞれに学習ニーズがある

誰一人として取り残すことなく、学習機会を提供する

社会的包摂の実現

デジタルデバイド解消を含め、デジタルによる格差や分断のないデ
ジタル化を実現する社会的要請

国民全体のデジタルリテラシーの向上を目指す

デジタル社会に対応

リアル・オンラインの双方で、地域住民がつながる「場」として社会
教育施設を活用し、共に学びあう社会教育

＋
コミュニティ・スクールや地域学校協働活動への地域住民の参画
（学校と地域の連携）

「学び」を通じた、人と人とのつながり・絆の深まりが、
地域コミュニティの基盤を安定させる

地域コミュニティの基盤

公民館等の
社会教育施設
の機能強化

・ 公民館等の役割を明確化（社会的包摂の実現、地域コミュニティづくり、子供の居場所としての役割等）
・ リアルとオンラインの双方で、住民が相互に「つながり」を持てる共同学習・交流を促進⇒ 地域コミュニティの基盤に
・ 公民館等のデジタル基盤を強化（PC等の機器導入、Wi-fi環境整備等）
・ デジタルデバイドの解消やデジタル・シティズンシップの育成のための教育⇒ 国民全体のデジタルリテラシー向上へ
・ 他機関との連携（自前主義からの脱却）や、住民の意向を反映できる運営や評価の在り方の見直し等による運営改善

社会教育人材
の養成、活躍
機会の拡充

・ 社会教育主事の配置を促進⇒ 地域課題に応じた関連部局・施策と社会教育との連携・調整を推進
・ 社会教育士の公民館等への配置促進、社会教育士のネットワーク化等による活躍機会の拡大
・ 多様な分野の施策と連携しつつ、つながりづくり・地域づくりを担えるよう、社会教育士に係る制度の在り方を検討

（例：社会教育士の役割や称号付与要件の見直し等）
・ 社会教育人材の継続的な学習機会の確保も検討（デジタルに関するスキルアップ・現代的課題への対応等）

地域と学校の
連携・協働の

推進

・ コミュニティ・スクールについて、十分な理解の下で全国的に導入を加速
・ 地域学校協働活動推進員の常駐化や、学校運営協議会の運営等に係る支援員の新たな配置の促進
・ 保護者、PTA活動の経験者、ＮＰＯや企業関係者などの多様な地域住民の参加を推進
・ 部活動の地域移行の推進に向け、地域の実情に応じ、社会教育関係団体等と積極的に連携

リカレント教育
の推進

・ 時間的・経済的な制約の中で学び直しを希望する女性や就業者、求職者など個々人のニーズに応じたリカレント教育を充実
・ ①大学・専門学校におけるリカレント教育プログラムの充実、②社会人が受講しやすい時間帯・期間・授業形態等の工夫、

③情報発信の充実（公民館や民間等によるものを含む）④学習履歴の可視化（オープンバッジ等のデジタル技術の活用）
等を推進

多様な障害に
対応した生涯
学習の推進

・ 障害者の生涯学習を、国・各地方公共団体の生涯学習・社会教育推進施策として明確に位置付ける
・ 障害者の生涯学習推進を担う人材育成・確保や、共生社会についての理解を促進

・ 国は、生涯学習・社会教育が、社会的包摂の実現や地域コミュニティ構築の役割を果たせるよう、振興方策の全体像を明確化
・ 国及び地方公共団体は、国民全体のデジタルリテラシーの向上に向けた取組をこれまで以上に推進
・ 地方公共団体は、社会教育主事の配置や社会教育士の活躍機会の拡充を積極的に検討。また、社会的包摂の実現や地域コミュニティ

構築に関連する部局やNPO等民間団体との連携・協力を促進（教育委員会は総合教育会議等を活用して首長部局と積極的に連携）12



今後の生涯学習・社会教育の振興方策
（重点事項）について
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ウェルビーイングの実現に向けた生涯学習・社会教育の推進
～これまでの議論を踏まえた施策の方向性～

生活を支えるリテラシーの向上
デジタルデバイドの解消

障害者・外国人等の学習ニーズへの対応等

地域づくりを支える社会教育の実現
様々な地域課題への取組・解決
持続可能な社会の創り手の育成等

一人一人の生活と地域づくりを支える「学びと実践」の機会と場を提供する
｢地域の学びと実践プラットフォーム｣としての役割を､社会教育人材･施設が連携して担う

第11期生涯学習分科会議論の整理

教育振興基本計画の理念

第9期生涯学習分科会答申
「社会教育の意義と果たすべき役割」

自立 ・ 協働 ・ 創造

学びを通じた「人づくり ・つながりづくり ・地域づくり」

デジタル社会への対応

ウェルビーイングの実現

地域コミュニティの基盤
共に学び支え合う
生涯学習・社会教育社会的包摂の実現

次期教育振興基本計画（素案）の総括的基本方針

「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」「持続可能な社会の創り手の育成」

経済財政運営と改革の基本方針2022
「人への投資」
「デジタル田園都市国家構想」
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「地域の学びと実践プラットフォーム」の ねらいと効果

地域づくりを支える社会教育の実現生活を支えるリテラシーの向上

①：高齢者等を含め、日本に暮らす全て
の人が当たり前にデジタルの恩恵（行
政・民間サービス）を享受。

（肝心な時はリアルなつながりも大切） ②：子供・若者を含む主体的な住民参画
とそれを支援する行政の相乗効果で、
地域住民の健康・住みやすさ・住民満
足度等のウェルビーイングが向上 ③：まちづくりや福祉・防災等の地域課題に

関する行政も、地域の協力あってこそ。行
政の施策効果やコスト面でも好影響。

○デジタルリテラシーの学習機会を公民館で提供すること
で、オンラインでの学習やSNSでのつながり作りなどを
可能に。
（デジタルのコンテンツ･ネットワーク等の活用に加え､
仲間・地域とリアルに繋がる場（公民館等）も提供）

〇社会教育主事等のコーディネートにより､公民館等の社
会教育施設において、高齢者・障害者・外国人等の個々
のニーズに応じた生活に必要な学び・学び合いを支援

期待される効果

「地域の学びと実践プラットフォーム」
一人一人の生活と地域づくりの双方を支える役割を、社会教育人材・施設がその専門性を生かし、連携して担う体制を構築

○公民館活動への地域住民の参加を促進し､コミュニティ施策
や地域づくり部局とのタイアップを推進

○社会教育士のネットワーク化や公民館等への配置を促進し､
社会教育士の得意分野を活かして住民による地域づくりを
組織的に支援

○住民の主体的参画を重視し、他の地域活動との協働やコミュ
ニティ・スクールとの連携等により、多世代の参画を推進。
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公民館等

社会教育人材ネットワーク
・市長のツイッターて何？
・マイナンバーカードって
どう役立つの？

・必要な情報にアクセスしたい
・地域の一員として参画したい

・オンラインで学習したい
・SNSなどで仲間と繋がりたい

地域づくり担当部局
〔社会教育士〕

地域の学びと実践プラットフォーム（イメージ図：地域づくりに役立つ社会教育）

○デジタルリテラシーの学習機会を保証
○仲間・地域とリアルで繋がる場も提供
○デジタルの活用で多様な学び・学び合いの
機会を充実

○公民館の運営自体も住民の参画の場に

地域づくりを支える社会教育の実現生活を支えるリテラシーの向上

町内会メンバー
〔社会教育士〕

簡単な日本語をあなたの
母語で学べるデジタル
コンテンツがありますよ

公民館所属
〔社会教育士〕

公民館で学習
したことを活
かしてSNS上
でグループを
作りましょう

公民館のデジタル入門
講座で学べますよ
講座受講者のA氏に地域の
サポート役を依頼したので
教えてもらえますよ

生涯学習推進員
（社会教育主事OB）

防災訓練は、児童生徒に対する防災体験学習
や非常食の試食も取り入れて、楽しく多世代
で学べる場にしたら、参加率が上がるぞ

地域学校協働活動、PTA、子ども会の活動に
携わっていた方と社会教育士ネットワークの
研修で知り合ったから協力を依頼してみよう

イベント運営参画を機に継続的な地域づくりに
資する人材が育つよう、社会教育士研修で学ん
だ地域住民を巻き込むワークショップ的手法を
社会教育担当の協力を得て取り入れてみよう

地域の学びと実践プラットフォーム

・地域を担う後継人材が育たない
・行政主導の地域振興イベントの効果は
一時的なものになりがち

社会教育主事・
社会教育士
（地域における学びと実践
のコーディネーター）

・車いすになって普段の買い物もひと苦労だ
・急な通院、診療時間に間に合うだろうか？

ネットスーパーでの買い物を
スマホから試してみましょう
スマホで病院までの距離や時間
タクシーも調べられますよ

学生
〔社会教育士養成課程〕

学びと実践

地 域生 活

社会や地域に貢献したいと思っている
知り合いの企業・団体にも、地域活動
への協力を依頼できますよ

企業人
〔社会教育士〕
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社会教育人材の活用に関する現状の課題と重点事項（重点的に取り組むべき事項）

社会教育主事

教育委員会 首長部局(地域振興課等) 企業・団体(NPO) など

行政職員（地方公務員、教育公務員） 一般企業・地域等

課題①社会教育人材について、どこに､どんな人(経験・得意分野等)がいるのかわからない

重点事項(1)
社会教育人材ネットワークの構
築による組織的な活用

重点事項(5)
講習の受講機会の拡大等
（受講者枠拡大･オンライン化等）

重点事項(2)
社会教育士等の講習･研修の充実
(継続的な学習･交流を支援｡現代的ニー
ズを踏まえて内容を見直し。)

重点事項(3)
社会教育分野での人材確保
（社会教育主事の配置、社会教育士の配
置・登用の促進、公民館主事等の講習受
講の促進等）

課題③社会教育主事の
配置率が低い

課題⑦社会教育主事・社会教育士になるための講習は、仕事をしながらの受講が困難

社会教育士

公民館・学校等

社会教育士

課題⑤社会教育は地域振興等にも役立つ
との認識が浸透していない

社会教育士

課題⑥ 社会教育士の専門性を生かせる活躍の
場が少ない

講
習
の
未
受
講
者

課題②社会教育主事・社会教育士になった後、継続的な研修や繋がり維持の機会がない

組織的
活用に
関する
課題

配置・
活用に
関する
課題

裾野の
拡大に
関する
課題

課題①②⑥関係

課題③④関係

重点事項(4)
地域振興分野等での人材確保
(地域振興部局担当者、町内会･まちづく
り協議会関係者等の講習の受講促進等)

課題⑤⑥関係

課題⑦関係

課題②⑧関係

課題④公民館職員の専門性
の向上も重要

課題⑧講習内容について、現代的課題に対応した見直しも必要
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重点事項(1)
社会教育人材ネットワークの構築・展開による組織的な活用

重点事項(5)
講習の受講機会の拡大等（受講者枠の拡大・オンライン化等）

重点事項(2)
社会教育士等の講習・研修の充実
（講習のアップデート、継続的な学習･交流への支援）

重点事項(3)
社会教育分野での人材確保（社会教育主事の配置促進、公民館等への
社会教育士の配置・登用の促進、公民館主事等の講習受講の促進等）

○ 社会教育主事・社会教育士に必要とされる専門性に関する内
容や、デジタル活用、多様なニーズへの対応に関する内容につ
いて、社会教育主事講習等に反映。

○ 社会教育士等が継続的に学習できるよう、公開可能な研修を
オンデマンド配信。その際、継続的な学習の機会が、相互に協
力しあえる人的つながりづくりの機会となるよう、社会教育人
材ネットワークの活用も検討する。

○ 働きながらでも社会教育主事講習を受講したいというニーズに応える
ため、社会教育主事講習のオンライン化や夜間・休日中心の講座を含む
多様な社会教育主事講習を展開。社会教育主事講習の定員の増加等に向
け、講習実施機関へ働きかけ。

○ 民間資格等による科目代替の検討など社会教育士の資格取得の促進策
を検討。

○ 社会教育主事・社会教育士に対し、研修情報の周知、イベントや個別
相談対応への協力依頼等を組織的に行えるよう、社会教育主事講習・養
成課程の実施機関である大学等の協力も得ながらネットワークを構築・
展開。

○ 対象者、活用方法等の詳細は、集約する情報の種類（氏名や属性等）
や、集約の主体・手法等とあわせて検討。また、ネットワークの自主的
な活用や人材の確保の観点から、社会教育主事OBや社会教育主事養成課
程の学生等の活用も検討。

○ 社会教育士が地域で活動しやすくなるよう、社会教育士であることを
証する修了証書やデジタルバッジ等の導入を検討。

○ 社会教育主事の配置状況を分析し、自治体に必要な働きかけの実施。
○ 社会教育士の公民館や地域学校協働活動推進員への配置・登用を促進
する。また、公民館主事や地域学校協働活動推進員、PTA、子ども会等
の社会教育関係者等の専門性の向上に向け、社会教育主事講習の受講を
推奨する。

重点事項(4)
地域振興分野等での人材確保（地域振興部局担当者、町内会･まち
づくり協議会関係者等の講習の受講促進等）

○ 首長部局の地域振興担当等における社会教育士の活用が進むよう、
当該部局の職員の講習受講を促進。

○ 社会教育人材ネットワークを活用し、社会教育人材の地域振興施
策への協力を促進。

「地域の学びと実践プラットフォーム」構築に向けた重点事項（社会教育人材関係）

横断的事項
○ 生涯学習分科会において、社会教育教育人材に関する取組の実施
状況を踏まえ、さらに専門的な議論・検討を行う。
（議論・検討にあたっては、社会教育主事・社会教育士の制度的な
位置づけを踏まえ、社会教育主事講習の名称変更も含めて検討。）

〇 国で社会教育を一層推進するための体制の検討・整備を進めると
ともに、実際の課題解決事例を参考に、各自治体の取組が進むよう
アドバイスする体制を検討。その一環として、社会教育マイスター
（仮称）を創設。

〇 社会教育におけるEBPMの推進。
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公民館等

社会教育人材ネットワークとの連携

地域の学びと実践プラットフォーム（イメージ図：関係組織や住民等との連携）

○デジタルリテラシーの学習機会を保証
○仲間・地域とリアルに繋がる場も提供
○デジタル技術の活用等、公民館のデジタル化を推進

地 域

生活
デジタルとリアル双方の教育機会の提供による

「つながりづくり」

○首長部局や地域にいる社会教育士と連携し､それぞれ
の強みを活かした協力を得て､多様な課題に対応･解決

地域と学校等の連携・協働の推進

社会的包摂の実現に向けた学習支援
○公民館等の社会教育施設を拠点とし、社会教育人材の
コーディネートにより、ICTやデジタルコンテンツ等
も活用しながら、高齢者･障害者･外国人等の個々のニー
ズに応じて生活に必要な学び・学び合いを支援（福祉部
局等とも連携）

〇不登校、貧困等の課題を抱える子供たちの学びを支援
（地域学校協働活動や家庭教育支援チーム等と連携）

〇社会教育での学びに加えて更に学びたい者が、大学等が
提供する学習コンテンツの情報を得られるよう、リカレ
ント教育の検索サイト「マナパス」等とも連携

地域住民による公民館運営への参画
他の行政施策・部局と連携し
多様な住民ニーズに対応

（地域振興、多世代交流、福祉等）

○地域づくり（地域振興）をはじめ、多様な
世代を対象とする他の行政施策や担当部局
とのタイアップを推進し、多世代交流によ
る地域コミュニティづくりを支援

○住民の自主的な学びや参画を促し、行政施
策の効果を高め、持続性やコストも改善

（連携の例）
【放課後児童健全育成事業】

放課後児童クラブ等を
公民館で実施

【地域運営組織】
公民館活動を母体とした地域運
営組織の取組（子育て交流、学
習支援等）や支援措置等を周知

【農村型地域運営組織（農村RMO）】
中山間地域における農地保全や
生活の支え合い等の活動を公民
館と連携して実施

【重層的支援体制整備事業】
相談支援や交流の場など
社会福祉分野における協働

○コミュニティ・スクールと地域
学校協働活動を一体的に推進し
、子供を中心として、幅広い地
域住民等が地域で繋がる機会を
提供。

地域の学びと実践プラットフォーム

民間企業やNPO等との連携
○民間企業やNPO、町内会、PTA、子ども会等との協働
により､公民館が多様な属性をもつ者の活動が重なり
あう場となることで、地域コミュニティの繋がりを強
める。

○企業と連携してリアルな体験活動等を推進し、リアル
な体験や繋がりの良さを
実感できる場に。

○身近な公民館の運営への住民の参画を促すことで、
住民が行政に主体的に関わるようになる機会を提供

○特に、若い世代の公民館に対する声の把握に努め、
子供や若者も集う地域コミュニティの拠点に。

社会教育主事・社会教育士

社会教育施設の複合化や
PFIの活用による官民連携の推進 こども園
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課題⑤
公民館の運営や評価等について、地域住民の参画や
意向の反映が必ずしも十分ではないことも。

課題③
地域コミュニティにおける住民同士の関係性が希薄
化。地域における様々な活動間(町内会や学校等の活動
と公民館活動など)で、必ずしも連携が十分ではない。
課題④
様々な活動の際に集まれる場としての強みを地域コ
ミュニティづくりに十分生かせていない。

課題⑥
公民館等での学びが､住民同士の繋がりづくりや地

域づくりをはじめとした、地域における実践に十分に
結びついていない。

社会教育施設に関する現状の課題と重点事項

課題①
地域住民のニーズが多様化し､従来の取組だけでは､

多様な住民の期待･ニーズへの対応が困難に。

重点事項(３)
学びと実践の場としての機能強化

重点事項(１)
他の行政施策･部局と連携し
多様な住民ニーズに対応
（地域振興､多世代交流､福祉等）

重点事項(２)
地域との連携推進による

地域づくりの主導
（地域住民、NPO、社会教育

関係団体、学校等）

重点的に取組むべき事項を
明確化

社会教育施設をめぐる課題

課題②
様々な行政分野で、地域との関係性が重視され、地

域づくりや自主的取組みに資する社会教育的な学びと
の連携が求められている。
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「地域の学びと実践プラットフォーム」構築に向けた重点事項（社会教育施設関係）

重点事項(１)
他の行政部局･施策と連携し､多様な住民ニーズに対応
（地域振興､多世代交流､福祉等）

重点事項(2)
地域との連携推進による地域づくりの主導（地域住民､NPO､社会教育

関係団体、学校等）

〇地域づくり（地域振興）を始めとする他の行政施策･部局とのタイアップ
を推進

（連携の例）
【放課後児童健全育成事業】放課後児童クラブ等を公民館で実施。
【地域運営組織】公民館活動を母体とした地域運営組織の取組(子育て交流、学習
支援等）や支援措置等を周知。

【農村型地域運営組織（農村RMO）】中山間地域における農地保全や生活の支え
合い等の活動を公民館と連携して実施。

【重層的支援体制整備事業】相談支援や交流の場など福祉分野における協働。
〇社会教育人材ネットワークとの連携
・社会教育との連携が重要な部局の職員に社会教育主事講習の受講を推奨。
・公民館等で活用する社会教育士も、地域づくり施策への協力に努める。
〇社会教育施設の複合化やPFIの活用による官民連携の推進

重点事項(３)
学びと実践の場としての機能強化

〇地域住民による公民館運営への参画
・公民館運営における地域住民の意向を反映するため手引きの作成
を検討。

・特に、若い世代の公民館に対する声の把握に努め、運営に反映。
〇民間企業やNPO等との連携
・民間企業やNPO、町内会、PTA、子ども会等との協働により、公民
館活動への多世代の参画を推進。

・企業と連携してリアルな体験活動等を推進。
・企業等との円滑な連携に向けて、営利的な活動との関係について
具体的事例を整理・周知。

〇地域と学校等の連携・協働の推進
・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進し、
子供を中心として、幅広い地域住民等が地域で繋がる機会を提供。

〇デジタルとリアル双方の教育機会の提供による「つながりづくり」
・デジタル技術の活用等、公民館等のデジタル化を推進。
・デジタルリテラシーの学習機会を提供。
・地域住民同士がリアルに繋がる場も提供。
〇社会教育人材ネットワークとの連携
・社会教育士の公民館等への配置や公民館主事等の専門性向上
（資格取得促進）。

・社会教育士それぞれの強みを活かせる協力を要請。

横断的事項
〇重点事項(１)～(３)について「公民館の設置及び運営に関する基準」において明示することを検討。
〇「優良公民館表彰」に年度毎の重点分野を設定し、その優良取組事例を収集・横展開。
〇国で社会教育を一層推進するための体制の検討・整備を進めるとともに、実際の課題解決事例を参考に、各自治体の取組が進むようアドバイスする体制を検討。
その一環として、社会教育マイスター(仮称)を創設(再掲)。

〇社会教育におけるEBPMの推進（再掲）。

〇社会的包摂の実現に向けた学習支援
・公民館等の社会教育施設を拠点とした、社会教育人材のコーディネートにより、ICT
やデジタルコンテンツ等も活用しながら、高齢者･障害者･外国人等のニーズに応じ
て生活に必要な学びを支援（福祉部局とも連携）。

・不登校や貧困等の課題をかかえる子供たちへの支援（地域学校協働活動や家庭教育支
援チーム等と連携）。

○子供や若者の社会教育への参加促進
・若い世代の声を公民館の運営に反映するとともに、社会教育施設が子供や若者の学び
合う場となり、こどもの居場所としての役割も果たせるよう、具体的事例を周知。

〇リカレント教育の検索サイト｢マナパス」との連携
・社会教育での学びに加えて更に学びたい者が、大学等が提供する学習コンテンツの情
報を得られるよう、リカレント教育の検索サイト「マナパス」等とも連携。
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プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 19.05cm）

今後の生涯学習・社会教育の振興方策
（具体策）について
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重点事項（１）社会教育人材ネットワークの構築・展開による組織的な活用

• 社会教育士の活躍促進や、社会教育士の横のつながりを強化するため、社会教育主事講習・養成課程の実施機関である大学等の
協力も得ながら、社会教育人材のネットワークを構築・展開する。

• ネットワーク化の手法を調査・検討した上で、令和５年度中にネットワークを構築し、展開を図る。
• 研修情報の周知、イベントや個別相談対応への協力依頼等ネットワークを活用する。
• 対象者、活用方法等の詳細は、集約する情報の種類（氏名や属性等）や、集約の主体・手法等とあわせて検討する。また、ネットワー

クの自主的な活用や人材の確保の観点から、社会教育主事OBや社会教育主事養成課程の学生等の活用も検討する。
• ネットワークの構築・展開にあたっては、デジタルバッジ等の活用可能性もあわせて検討する。

具体策①：社会教育人材ネットワークの構築・展開

• 社会教育主事講習の場合、修了証書は各実施機関が発行しており、社会教育主事養成課程の場合、特段の定めはない。
• 社会教育士として活動しやすいよう、社会教育士であることを称する旨を記載するなど、修了証書の在り方を検討する。
• 検討にあたっては、社会教育士のネットワーク化の進展を踏まえるとともに、デジタルバッジ等の活用可能性もあわせて検討する。

具体策②：社会教育主事講習・社会教育主事養成課程における修了証書の在り方の検討

人材関係

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

ネットワーク化の手法の調査・検討

工程表

社会教育人材ネットワークの構築・展開 ネットワークによる社会教育士の活用促進

社会教育主事講習・社会教育士養成課程における修了証書の在り方の検討 検討を踏まえた制度改正・周知等

具体策①

具体策②

※青枠：生涯学習分科会ワーキンググループにて継続検討を行う事項（詳細p.６）
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重点事項（２）社会教育士等の講習・研修の充実（講習のアップデート、継続的な学習･交流への支援）

• 社会教育におけるデジタル技術の活用促進や、デジタルデバイドの解消を進めるため、社会教育主事講習及び社会教育主事養成課
程の講義内容にデジタル技術の進展を反映する。

具体策①：デジタル技術の進展を踏まえた社会教育主事講習等の内容の見直し

• 社会教育主事と社会教育士の役割分担も踏まえ、社会教育主事講習や社会教育主事養成課程の在り方を整理した上で、社会教育
主事講習や社会教育主事養成課程に盛り込むべき内容と、研修で補うべき内容の精査を進めるとともに、現代的諸課題や多様なニ
ーズに対応した学習内容の追加を検討する。

• 研修内容の見直しにあたり、デジタルバッジの活用等による履修証明等の導入可能性を検討する。

具体策②：現代的諸課題や他機関等との連携促進を踏まえた社会教育主事講習等・研修内容の見直し

• 社会教育主事や公民館、図書館等の職員に対する研修など、社会教育関係職員に対する研修のうち、社会教育士等の知見のアッ
プデートに資するものについて、オンデマンド配信等を進める。その際、継続的な学習の機会が、相互に協力し合える人的つながりづ
くりの機会となるよう、社会教育人材ネットワークの活用も検討する。

具体策③：社会教育士等への継続学習の機会の提供

人材関係

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

研修のオンデマンド配信による継続的な学修機会の提供

デジタル技術の進展を踏まえた社会教育主事講習等の実施

現代的諸課題や他機関等の連携促進をふまえた講習・研修内容の見直しの検討 検討を踏まえた制度改正・周知等

工程表

講習実施機関における検討・対応
社会教育主事講習
等の内容の見直し
に係る通知の発出

社会教育関係職員に対する研修のオンデ
マンド配信についての関係機関との調整・
周知 社会教育人材ネットワークの活用の検討

具体策①

具体策②

具体策③
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重点事項（３）社会教育分野での人材確保
（社会教育主事の配置促進、公民館等への社会教育士の配置・登用の促進、公民館主事等の講習受講の促進等）

• 社会教育士等の公民館への配置や地域学校協働活動推進員としての登用に関する課題を整理し、そうした課題を乗り越えた優良
事例の横展開を図ることで、専門性の向上を促す。

• 社会教育主事講習を受講しやすい環境の整備を進めるとともに、公民館主事や地域学校協働活動推進員、 PTA、子ども会等の社
会教育関係者等の社会教育主事講習の受講を推奨する。

具体策②：公民館主事や地域学校協働活動推進員等の専門性向上

• 社会教育主事の配置状況を分析するとともに、必要に応じてヒアリングを実施することで、社会教育主事の配置に関する課題や、課
題を乗り越えた優良事例を把握し、その横展開を図りながら社会教育主事が配置されていない自治体等へ社会教育主事の配置を
働きかける。

具体策①：社会教育主事の配置状況の分析・自治体への働きかけ

人材関係

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

社会教育士等の公民館への配置や地域学校協働活動推進員としての登用

工程表

社会教育主事の配置に向けた働きかけ社会教育主事の配置状況の分析

具体策①

具体策②

公民館主事等の社会教育主事講習の受講推奨

公民館主事等の専門性向上に向けた
更なる施策の検討
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重点事項（４）地域振興分野等での人材確保
（地域振興部局担当者、町内会･まちづくり協議会関係者等の講習の受講促進等）

• 社会教育マイスター（仮称）も活用し、首長部局に社会教育士制度を周知すること等により、社会教育士の首長部局での活躍を促
進する。

• 社会教育人材ネットワークを活用し、社会教育人材の地域振興等の施策への協力を促進するとともに、首長部局から社会教育人
材に対する施策や事業等への協力の働きかけを容易にする。

• 社会教育人材のネットワークを活用し、首長部局における社会教育士の活躍事例を、課題も含めて把握し、横展開を図る。

具体策①：首長部局における社会教育士の活躍促進など、首長部局とのタイアップの推進

人材関係

• 首長部局の自治、農業、福祉等の関連施策と社会教育の連携強化を図るため、社会教育士の制度を首長部局等へ周知するとと
もに、社会教育との連携が重要な部局の職員に対し、社会教育主事講習の受講を推奨する。

具体策②：首長部局等における社会教育主事講習の受講促進

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

社会教育人材ネットワークの活用による社会教育士の活用促進

首長部局等に対する社会教育士制度の周知・社会教育士の活躍促進
（首長部局の職員等に対する社会教育主事講習の受講推奨など）

具体策①、②

社会教育士のさらなる活躍の推進
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重点事項（５）講習の受講機会の拡大等（受講者枠の拡大・オンライン化等）

• 社会教育主事講習、司書及び司書補の講習、学校図書館司書教諭講習の受講やその手続きについて、希望する受講者がオンラインで
の受講やその手続きができるよう、講師や受講者の間での双方向性の確保にも配慮した上で、講習実施機関にデジタル技術の活用を促
す。

• 国立教育政策研究所社会教育実践研究センターが実施する社会教育主事講習のオンライン化に向けた取組を行う。
• 社会教育主事講習既修了者（令和元年度以前の科目で社会教育主事講習を受講した者）が社会教育士の称号を取得するために追加的

に受講する２科目（生涯学習支援論、社会教育経営論）について、講習のオンライン化等により受講しやすい環境の整備を図る。
• オンラインで全ての科目の受講が完了した受講者においても、具体的な事例の共有や協力依頼等ができる横のつながりを持つことが可
能となるよう、社会教育人材ネットワークの活用も検討する。

具体策①：社会教育主事講習・司書及び司書補の講習、学校図書館司書教諭講習のオンライン化の推進

• 働きながら夜間や休日に受講したい等の企業やNPO等で働く受講希望者の多様なニーズに応えるため、対面とオンデマンドの併用、
夜間や休日中心の講座の開講、複数大学での受講等の取組を収集し、取組の横展開を図ることで、講習実施機関に対応を促す。

• 社会教育主事講習の受講ニーズの高まりを踏まえ、希望者を可能な限り受け入れられるよう、定員の増加や実施機関の拡大を促す。

具体策②：受講者のライフプランやニーズに応じたコースの設置促進・受講定員の拡大

• 生涯学習・社会教育に関する民間資格について、受講者の負担軽減の観点から、社会教育主事講習の科目代替の可否について検討を進める。
• 社会教育主事講習の受講要件に関し、社会教育に関する活動の経験者や海外大学卒業者の取り扱い等の明確化に向け、検討を進める。

具体策③：受講者の負担軽減や社会教育主事講習受講要件の明確化

人材関係

5

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

社会教育主事講習等のオンライン化の状況の調査

受講者のライフプランやニーズに応じたコースの設置促進・受講定員の拡大

社会教育主事講習等のオンライン化が可能で
あることの明確化

オンライン化にも対応した社会教育主事講習の実施社会教育主事講習のオンライン化に向けた試行

オンライン化にも対応した司書及び司書補の
講習、学校図書館司書教諭講習の実施

社会教育主事講習受講要件の明確化や受講者の負担軽減に向けた検討 検討を踏まえた制度改正・周知等

工程表

具体策①

具体策②

具体策③ 27



横断的事項（社会教育人材関係）

• 生涯学習分科会において、社会教育人材に関する取組の実施状況を踏まえ、社会教育主事や社会教育士等のあり方も含め、社会
教育人材に関するさらに専門的な議論・検討を行う。

具体策①：生涯学習分科会における社会教育人材に関する専門的な議論・検討の継続

• 社会教育主事・社会教育士の制度的な位置付けや社会教育士の更なる活躍促進等を総合的に勘案し、社会教育主事講習の名称変更
を生涯学習分科会において検討いただく。

具体策②：社会教育主事講習の名称変更の検討

人材関係

具体策④：社会教育におけるEBPMの推進
• 社会教育に関する状況の迅速な把握や調査を横断したデータの連結や分析に向け、学校コードを参考にしつつ、社会教育施設コード

の付与を含め、調査手法の改善を検討する。
• 社会教育人材や社会教育施設に関するものなど、様々な調査を横断したデータの連結や分析を踏まえ、必要な施策を推進する。

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

社会教育主事講習の名称変更の検討

生涯学習分科会における社会教育人材に関する専門的な議論・検討

検討を踏まえた制度改正・周知等

工程表

調査手法の改善に向けた検討 調査を横断したデータの連結や分析の実施、必要な施策の推進

社会教育マイスター（仮称）の検討 社会教育マイスター（仮称）の創設及び自治体支援の展開

具体策③：社会教育の推進のための体制整備
• 国で社会教育を一層推進するための体制の検討・整備を進める。
• 優良事例の横展開にとどまらず、課題を抱える自治体に寄り添い、他自治体での課題の解決事例等を紹介しながら、実際に自治体で

取組が進むようにアドバイスをすることが重要であることから、現行のCSマイスターの活動も踏まえながら、社会教育マイスター（仮称）
を創設し、自治体の取組を個別に支援する。その際には、社会教育主事・社会教育士の活用なども含めて周知する。

社会教育を一層推進するための体制の検討・整備

必要に応じた制度改正等

具体策①、②

具体策③

具体策④
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令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

社会教育人材ネットワークの活用による社会教育士の活用促進

複合化やPFI等を活用した社会教育施設の整備の優良事例の収集、横展開

社会教育施設のPFI等の活用促進のための
教育委員会等への助言・支援等

具体策①、②

具体策③

複合化やPFI等の活用状況を踏まえた
更なる施策の検討

重点事項（１）他の行政施策･部局と連携し、多様な住民ニーズに対応（地域振興､多世代交流､福祉等）

具体策①：【再掲】首長部局の関連施策との連携、首長部局職員の社会教育主事講習の受講の推奨

具体策②：【再掲】首長部局における社会教育士の活用促進

具体策③：社会教育施設の複合化やPFI等を活用した社会教育施設の整備の推進

〇地域づくり（地域振興）をはじめとする他の行政施策や担当部局とのタイアップの推進

〇社会教育人材ネットワークとの連携

〇社会教育施設の複合化やPFIの活用による官民連携の推進

• 住民の利便性の向上のための機能化を図るため、社会教育施設の複合化やPFI等の活用による官民連携について、効果的な取組事
例を収集し、横展開を図る。事例の収集にあたっては、企業版ふるさと納税等の民間資金の活用等、財政上の課題への対応も含める。

• 公民館や図書館等の社会教育施設のPFI等の活用促進を図るため、教育委員会等への助言・支援等を行う。
• 自治体に対し、関連会議等を通じて、財源の工夫やPFIの活用の優良事例について周知する。

• 首長部局の自治、農業、福祉等の関連施策と社会教育の連携強化を図るため、社会教育士の制度を首長部局へ周知するとともに、
社会教育との連携が重要な部局の職員に対し、社会教育主事講習の受講を推奨する。

• 社会教育人材ネットワークを活用し、社会教育人材の地域振興等の施策への協力を促進するとともに、首長部局から社会教育人材
に対する施策や事業等への協力の働きかけを容易にする。

施設関係

首長部局等に対する社会教育士制度の周知・社会教育士の活躍促進
（首長部局の職員等に対する社会教育主事講習の受講推奨など）

社会教育士のさらなる活躍の推進
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令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

民間企業等による公民館活用の優良事例を収集・整理した上で通知
等において法解釈を再周知

公民館等の社会教育施設における多様な人材や資金などの活用の優良事例の収集・周知

公民館の運営に関する手引きの作成 公民館の運営に関する手引きの周知

民間企業等による公民館活用の優良事例を必要に応じて更新しながら周知を継続

具体策①

具体策②

具体策③

手引きを踏まえた優良事例の収集・
横展開の継続

課題の整理・更なる施策の検討

重点事項（２）地域との連携推進による地域づくりの主導（地域住民、NPO、社会教育関係団体、学校等）

• 公民館運営における地域住民の意向の反映を促進するため、公民館職員が業務に当たって参考にすることができる手引きの作
成を検討する。作成に当たっては、公民館の設置及び運営に関する基準の改訂の検討の状況も踏まえながら、公民館の評価・
改善に関するノウハウだけではなく、日常の業務に必要な内容を盛り込む。

具体策①：地域住民の意向の反映や効率的・効果的な公民館の評価・改善のあり方の検討

〇民間企業やNPO等との連携

具体策③：民間企業やNPO等における公民館の活用促進

〇地域住民による公民館運営への参画

• 公民館等の社会教育施設において、民間企業やNPO、町内会、 PTA、 子ども会等との連携、ふるさと納税の活用など、地域の様々な活
動や外部資源等も活用することが重要であり、各自治体の優良事例等を周知し、取組を促す。

施設関係

具体策②：公民館における営利活動に関する規定の解釈の再周知
• 社会教育法第23条第１項第１号（公民館はもっぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用させその他営

利事業を援助する行為を行ってはならない。）の規定が民間企業等による公民館の活用の妨げになっているとの指摘を踏まえ、民間企
業等による公民館活用の事例を収集・整理し、具体的なケースを紹介した通知等により、当該規定の解釈の更なる周知を図る。

住民の意向の反映や効率的・効果的な公民館の評価・改善の優良事例の収集、横展開
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重点事項（２）地域との連携推進による地域づくりの主導（地域住民、NPO、学校等）

〇地域と学校等の連携・協働の推進

具体策⑤：学校教育と社会教育の連携強化
• 地域課題解決等を通じた探究的な学び等の質の向上や教員の負担軽減に資する取組、学校部活動の地域連携や地域クラブ活動へ

の移行に関する取組など、学校教育と社会教育の連携に関する優良事例を収集し、横展開を図ることにより、連携の強化を促す。
• 公民館の学校利用や連携を更に推進するとともに、学校教育における地域学習等において社会教育士の活用もあわせて検討する。

具体策④：コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
• 地域学校協働活動推進員の常駐化等により、地域と学校等が連携・協働する体制の強化を図る。

• 【再掲】社会教育士等の公民館への配置や、地域学校協働活動推進員としての登用に関する課題や、課題を乗り越えた優良事例の横
展開を図ることで、専門性の向上を促す。

• 【再掲】地域学校協働活動推進員の社会教育主事講習の受講を推奨する。

施設関係

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

社会教育士等の地域学校協働活動推進員としての登用による効果の把握・優良事例の横展開

学校教育と社会教育の連携に関する優良事例の収集・横展開

地域学校協働活動推進員の専門性向上（社会教育士等の地域学校協働活動推進員としての登用、社会教育主事講習の受講推奨など）

具体策④

具体策⑤

効果を踏まえた更なる施策の検討

更なる連携の方策に関する検討
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重点事項（３）学びと実践の場としての機能強化

具体策①：多様なニーズに応じた学びの支援
〇社会的包摂の実現に向けた学習支援

• 公民館等の社会教育施設を拠点とし、社会教育人材のコーディネートにより、ICTやデジタルコンテンツ等も活用しながら、高齢者･障
害者･外国人等のニーズに応じて生活に必要な学びを支援（福祉部局とも連携）。

• 公民館や図書館等の社会教育施設が、地域学校協働活動や家庭教育支援チーム、NPO等と連携し、不登校や貧困等の様々な課題
を抱える子供たちの受け皿としての役割を果たせるよう、優良事例を収集し、横展開を図ることで、社会教育施設における取組を促す。

〇リカレント教育の検索サイト｢マナパス」との連携
具体策③：公民館等での学びと大学等における学び直しとの接続

• 社会教育での学びに加えて更に学びたい者が、大学等が提供する学習コンテンツの情報を得られるよう、リカレント教育の検索サイト
「マナパス」等とも連携。

施設関係

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

様々な課題を抱える子供たちへの支援に関する優良事例の収集、横展開

現代的諸課題に対応した学びに関する優良事例の収集、横展開

現代的諸課題や他機関等の連携促進をふまえた社会教育主事講習・研修内容の見直しの検討

マナパスとの連携・情報発信

具体策②：子供や若者が集い学び合う場としての社会教育施設の推進
〇子供や若者の社会教育への参加促進

• 若い世代の声を公民館の運営に反映させることを促進するとともに、社会教育施設が子供や若者の集い学び合う場となり、子供の居
場所としての役割も果たせるよう、優良事例を収集し、横展開を図る。

子供や若者が集い学び合う場としての社会教育施設の優良事例の収集、横展開

具体策①

具体策②

具体策③ マナパスとの連携手法の検討

更なるニーズの把握・施策の検討

更なるニーズの把握・施策の検討
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重点事項（３）学びと実践の場としての機能強化
〇デジタルとリアル双方の教育機会の提供による「つながりづくり」

〇社会教育人材ネットワークとの連携

具体策④：社会教育施設のデジタル化、国民のデジタルリテラシーの向上への支援やリアルな体験活動の推進
• 公民館や図書館等の社会教育施設のデジタル環境整備の加速を図るため、社会教育施設のデジタル環境整備に関する現状の詳細な

把握を進める。また、教育委員会等への助言・支援等を行うとともに、自治体に対し、関連会議等を通じて、財源確保方策を含めた優良
事例等を周知し、取組を促す。

• デジタル庁、総務省及び文部科学省が連携し、公民館等を活用しながら、国民のデジタルリテラシーの向上に取り組む。
• 一方、デジタル化が進む中、現代の子供たちはリアルな体験が不足していることから、企業等と連携したリアルな体験活動の機会の充

実（統一的なポータルサイトの構築、企業側の参加インセンティブの拡充）にもあわせて取り組む。

具体策⑥：【再掲】公民館主事や地域学校協働活動推進員等の専門性向上
• 社会教育士等の公民館への配置や、地域学校協働活動推進員としての登用に関する課題や、課題を乗り越えた優良事例の横展開を

図ることで、専門性の向上を促す。

施設関係

具体策⑤：デジタルリテラシー向上に必要な学びの提供やデジタルを活用した学びの推進
• デジタル庁（デジタル推進委員等環境整備事業）、総務省（デジタル活用支援推進事業）及び文部科学省（国民のデジタルリテラシー向

上事業）が連携し、公民館等を活用しながら、国民のデジタルリテラシー向上に取り組む。文部科学省による「国民のデジタルリテラシー
向上事業」においては、公民館等の場を活用したデジタルリテラシー向上講座の実施を支援。

令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

工程表

デジタル庁・総務省・文部科学省の連携による国民のデジタルリテラシーの向上に必要な学び提供

社会教育施設のデジタル環境整備のための
教育委員会等への助言・支援等

財源確保方策を含めた社会教育施設のデジタル環境整備に関する現状把握・優良事例の収集・横展開

社会教育士等の公民館への配置や地域学校協働活動推進員としての登用による効果の把握・優良事例の横展開

ポータルサイトの構築、企業側の参加インセンティブの拡充

具体策④

具体策⑤

具体策⑥

デジタル環境整備の状況を踏まえた更なる
施策の検討

効果を踏まえた更なる施策の検討
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令和４年度中
令和５年度 令和６年度

令和７年度以降
４～９月 １０～３月 ４～９月 １０～３月

優良公民館表彰要
綱の改正

横断的事項（社会教育施設関係）
具体策①：「公民館の設置及び運営に関する基準」改定の検討

• 公民館の運営に関する手引きの策定と合わせて、子供や若者向けの取組の推進の明記を含め、現代的な諸課題への対応も踏まえな
がら、 「公民館の設置及び運営に関する基準」（平成15年文部科学省告示第112号）の改定を検討する。

具体策②：優良公民館表彰の拡充
• 優良公民館表彰において、年度毎に社会の要請に対応した重点分野（例：子供や若者の学び合う場の整備、公民館におけるデジタ

ル活用、学校教育との連携等）を設け、特に優れた自治体の取組を表彰ことにより、各自治体に重点分野に関する取組を促す。
• 優良公民館表彰の重点分野に対応した優良事例を把握し、横展開を図ることで、社会の要請に対応した取組の充実を図る。

施設関係

公民館設置基準の改定の検討

優良公民館表彰における重点分野の取組への表彰

公民館設置基準の改定

優良公民館表彰の重点分野に対応した事例の把握・横展開

具体策③：【再掲】社会教育の推進のための体制整備
• 国で社会教育を一層推進するための体制の検討・整備を進める。
• 優良事例の横展開にとどまらず、課題を抱える自治体に寄り添い、他自治体での課題の解決事例等を紹介しながら、実際に自治体で

取組が進むようにアドバイスをすることが重要であることから、現行のCSマイスターの活動も踏まえながら、社会教育マイスター（仮称）
を創設し、自治体の取組を個別に支援する。その際には、社会教育主事・社会教育士の活用なども含めて周知する。

具体策④：【再掲】社会教育におけるEBPMの推進
• 社会教育に関する状況の迅速な把握や調査を横断したデータの連結や分析に向け、学校コードを参考にしつつ、社会教育施設コード

の付与を含め、調査手法の改善を検討する。
• 社会教育人材や社会教育施設に関するものなど、様々な調査を横断したデータの連結や分析を踏まえ、必要な施策を推進する。

工程表

社会教育を一層推進するための体制の検討・整備

調査手法の改善に向けた検討 調査を横断したデータの連結や分析の実施、必要な施策の推進

社会教育マイスター（仮称）の検討 社会教育マイスター（仮称）の創設及び自治体支援の展開

具体策①

具体策②

具体策③

具体策④

更なるニーズの把握・施策の検討
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第１１期中央教育審議会生涯学習分科会委員 

 委  員：令和３年３月９日発令

臨時委員：令和３年５月１７日発令

（５０音順） 

（委員） 

今 村 久 美  認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

内 田 由紀子  京都大学人と社会の未来研究院教授 

◎ 清 原 慶 子  杏林大学客員教授、ルーテル学院大学客員教授、 

前東京都三鷹市長 

清 水 敬 介  公益社団法人日本 PTA全国協議会顧問 

中 野 留 美  岡山県浅口市教育委員会教育長 

萩 原 なつ子  独立行政法人国立女性教育会館理事長 

（臨時委員） 

伊 東 昭 代  宮城県教育委員会教育長 

大久保 幸 夫  株式会社リクルートフェロー、 

リクルートワークス研究所アドバイザー

金 子 晃 浩  日本労働組合総連合会副会長、 

全日本自動車産業労働組合総連合会会長 

澤 野 由紀子  聖心女子大学現代教養学部教授 

関 福 生  愛媛県新居浜市教育委員会生涯学習センター所長 

薗 田 綾 子  株式会社クレアン代表取締役 

千 葉 茂  学校法人片柳学園理事長 

辻   浩  名古屋大学大学院教育発達科学研究科教授 

長谷川 敦 士  武蔵野美術大学教授、株式会社コンセント代表 

○牧 野 篤  東京大学大学院教育学研究科教授 

松 本 理寿輝  ナチュラルスマイルジャパン株式会社代表取締役、

まちの保育園・こども園代表 

宮 城 潤  那覇市若狭公民館館長、 

特定非営利活動法人地域サポートわかさ理事事務局長 

山 内 祐 平  東京大学情報学環学環長・学際情報学府学府長 

横 尾 俊 彦  佐賀県多久市長 

（◎：分科会長、○：副分科会長）

令和４年１２月１９日時点

（２０名） 
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第１１期初等中等教育分科会の審議の状況について 

１．第１１期における審議実績 

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた学校教育の在り方に関する特別部会 

●個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実について

・「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適

な学びと、協働的な学びの実現～」（令和３年１月中央教育審議会答申）を踏まえ、デジタル

化などの社会変化が進む次世代の学校教育の在り方について検討するため、初等中等教育分科

会の下に、「個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた学校教育の在り方に関す

る特別部会（以下「特別部会」という。）」を設置。特別部会の下に設置した教科書・教材・ソ

フトウェアの在り方ワーキンググループ、義務教育の在り方ワーキンググループ、高等学校教

育の在り方ワーキンググループと連携し、横断的・専門的な検討を進めた。

●教科書・教材・ソフトウェアの在り方について

・個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実するため、令和６年度からのデジタル教科書の

段階的な導入の在り方や、デジタル教材・学習支援ソフトウェアの活用促進に向けた環境整備

の在り方等について検討を進めた。令和５年２月、教科書・教材・ソフトウェアの在り方ワー

キンググループにおいて審議経過報告をとりまとめた。

●義務教育の在り方について

・Society 5.0 時代に向けた社会変化の加速度的進展や、それに伴う今後の新たな教育の可能性

を見据え、子供たちに必要な資質・能力と学校が果たす役割など、学校を中心とする学びの在

り方の基本的な考え方や、一人一台端末等の活用を含めた多様で柔軟な学びの具体化について

検討を進めた。令和５年３月、義務教育の在り方ワーキンググループにおいて論点整理をとり

まとめた。

●高等学校教育の在り方について

・高等学校の多様化や成年年齢引き下げ等の高等学校を取り巻く現状を踏まえて、高等学校教育

の在り方（「共通性」と「多様性」の観点からの検討）、少子化が加速する地域における高等学

校教育の在り方、全日制・定時制・通信制の望ましい在り方、社会に開かれた教育課程の実

現、探究・文理横断・実践的な学びの推進について検討を進めた。令和５年３月、高等学校教

育の在り方ワーキンググループにおいて論点整理をとりまとめた。

教育課程部会 

●学習指導要領の実施状況について

・現行の学習指導要領等の下での教育課程・学習指導等の円滑かつ確実な実施をフォローアップ

するという観点から、小学校・中学校・高等学校段階のそれぞれの学習指導要領の実施状況に

加え、GIGA スクール構想のもとでの学習指導要領の実施状況、STEAM 教育等の教科等横断的な

学習、社会に開かれた教育課程などについて議論を重ねた。令年５年２月、この間の委員から

の主な意見を整理した。
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教員養成部会 

●教師の養成・採用・研修について

・「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会における議論を踏まえつつ、特別免許状

の授与指針改正、教職課程の自己点検・評価に関するガイドライン策定、教職課程で ICT活用

指導力を身に付けるための方策、教員養成フラッグシップ大学の推進方策、大学の課程認定に

関する審議等を行った。 

学校安全部会 

●学校安全の推進について

・令和４年度からの５年間を計画期間とする「第３次学校安全の推進に関する計画」の策定に向

けた課題として指摘されている事項を踏まえ、学校安全に関する組織的取組の推進、家庭、地

域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進、学校における安全教育の充実、学校に

おける安全管理の取組の充実等に関し具体的な取組を進めることにより、学校における安全文

化の醸成を図ることを目指し、令和４年２月、議論してきた内容をとりまとめた。

幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 

●幼児期及び幼保小接続期の教育の充実について

・幼稚園・保育所・認定こども園といった施設類型を問わず、また、家庭や地域の状況にかかわ

らず、全ての子供が格差なく質の高い学びへと接続できるよう、幼児教育の質的向上及び小学

校教育との円滑な接続について検討を進めた。令和５年２月、幼児教育と小学校教育の架け橋

特別委員会において「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について～幼保

小の協働による架け橋期の教育の充実～」をとりまとめた。

２．継続して審議・検討する事項 

● 義務教育の在り方ワーキンググループ及び高等学校教育の在り方ワーキンググループにおいて

とりまとめられた論点整理に基づき、必要な事項について引き続き検討を行う。

● 「「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について」（令和４年 12

月中央教育審議会答申）を踏まえた実効性ある取組の実施等に向けて、引き続き検討を行う。 
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学習支援ソフトウェア

デジタル教科書・教材・学習支援ソフトウェアの関係について

● デジタル教科書自体はシンプルで軽いものとし、デジタルの強みを活かして他の様々な教材やソフト
ウェアと効果的に組み合わせ、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図る。

デジタル教科書

教材

教材

教材
学習支援ツール
との連携

多様な教材への
円滑なアクセス

・多様なデジタルリソースと円滑につな
がるアクセス機能
・学習支援ツールとの連携
・ルビ、拡大、書き込み、色の反転等
のアクセシビリティーの機能

オンラインでファイルの共有・共同編集、
対話等を可能とする学習支援ツール

・自分のペースで多様な資料に
アクセスが可能

主体的・対話的で深い学びを
学校に加えて家庭・地域でも実現

・授業外でも情報共有や協働
作業等が可能

家庭学習・地域学習

※学習データの利活用の観点を含めて
学習指導要領コードや学習eポータル
等を通じた連携も期待

授業
内
容
は
検
定
対
象
（
国
庫
負
担
）

検
定
対
象
外

オンラインで接続可能な
多様なリソース

・教師による個々の児童生徒の学習
状況等の把握
・児童生徒のアイデアや作成した資
料等の共有
・グループで課題の共同作成

質が担保された主たる教材

紙の教科書の内容をベースとしたシンプルで軽いもの
・音声や動画
・AI機能付教材等

● GIGAスクール構想の下で、学校における「デジタル教材」や「学習支援ソフトウェア」等の導入が加速している中、
今後も教科書が「質が担保された主たる教材」としての役割を果たしつつ、教科書のデジタル化により、デジタル教材
等との接続や連携強化を図ることが学びの充実につながる。

● 児童生徒の将来の社会生活の変化等を見据えながら、社会のデジタル化の進展に教科書・教材等も対応してい
くことが求められている。

家庭等でのGIGA端末の活用による
学びの連続性

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ０ 日
個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向
けた学校教育の在り方に関する特別部会（第３回）
資 料 １ ＜ 抜 粋 ＞
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デジタル教科書の在り方について

アクセシビリティー※をはじめとして広く活用されるデジタル教科書の機能（デジタルのメリット
を活かす機能）は継続・充実しつつシンプルで端末・通信負荷の観点から軽いものであること

すべての児童生徒が使用するデジタル教科書に求められること

● 通信面や指導面での課題も踏まえ、デジタル教科書の円滑かつ効果的な活用の観点から、教科・学年を絞って
令和６年度から段階的に導入。
［小学校５年生から中学校３年生を対象に「英語」を導入し、その次に現場ニーズの高い「算数・数学」を導入する方向］

● 紙の教科書とデジタル教科書の在り方については、デジタル教科書への慣れや児童生徒の学習環境を豊かにする
観点から、児童生徒の特性や学習内容等に応じてハイブリッドに活用。
［個々の児童生徒の学び方にも特質があり、ハイブリッドにデジタルと紙の教科書の両方が用意されている環境が必要］
［予算面も考慮しつつ、慣れには少なくとも数年は必要であり、当面の間はデジタルと紙を併用］

令和６年度を、デジタル教科書を本格的に導入する最初の契機として、
円滑かつ効果的な活用を促進するために必要な方向性

●ユニバーサルデザインや複数のデジタル教科書を使う児生徒の利便性の観点から、現行のデジタル教科書が実装して
いるルビや反転、読み上げ等のアクセシビリティーの機能を継続・充実しつつ、ビューアの標準化（シングル・サインオンへ
の対応や可能な範囲でのレイアウトや階層等の統一など）を図ることが必要。

●通信環境等の改善に取り組むとともに、円滑な授業実施の観点から、多様な学校の通信環境等を踏まえ、データの
軽量化に加えて、音声・動画等のデータの分離配信等が必要。

※障害のある児童生徒等や外国人児童生徒等を含むすべての児童生徒・教師等にとって利用しやすいもの
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音声・動画、AI機能付教材などの学習内容に関するもの 対話ツール、共有・共同編集などの汎用的なもの

自立した学習者として児童生徒一人一人が自ら学びをデザインし、
互いに学びを深めていくためのツールとして

デジタル教材・学習支援ソフトウェアの活用を促進する環境を整えることが必要

デジタル教材・学習支援ソフトウェアの在り方について

機能の充実と活用の在り方
● 「令和の日本型学校教育」に合わせて、個別最適な学び・協働的な学びの観点や多様な児童生徒
の円滑な利用の観点からのデジタル教材・学習支援ソフトウェアの機能の充実（アクセシビリ
ティーやユニバーサルデザインを含む）などにより、主体的・対話的で深い学びに向けた授業改
善につなげることが必要。

活用の促進に向けて必要となる方向性

デジタル教材 学習支援ソフトウェア

・教科書と連動した教材
・上記以外の一般的な教材
・ネットで無償提供されている教材 等

多様な提供の在り方
● 児童生徒に豊かな学びの選択肢を提供する観点から、デジタル教材・学習支援ソフトウェアの
学校・自治体単位での選定の在り方や、児童生徒に応じた教材等を選択できる提供の在り方等に
ついての検討が必要。

デジタル教材等の連携の在り方
● 教材間の円滑な接続や学習データの利活用を促進する観点から、学習指導要領コードや学習e
ポータル等のLMS（学習管理システム）の機能を通じた、デジタル教科書・デジタル教材・学習
支援ソフトウェアの多様な連携の形が必要。 40



デジタル教科書・教材・ソフトウェアの活用の在り方について

ｚ
個別最適な学び×協働的な学び

教具 ✖ 学習支援ソフト

教科書 ✖ デジタル教科書

音声・動画
AI機能付教材 等

教材 ✖ デジタル教材
拡大提示装置
黒板 等

対話ツール
共有・共同編集 等

左記に加えて
アクセシビリティー機能や
教材等へのアクセス機能
を有するもの

学習指導要
領に準拠した
主たる教材

電子黒板・プロジェクター 等紙ノート／デジタルメモ 等

個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実させ、
学習指導要領が育成を目指す資質・能力を子供たちに育む取組を全国に広げていくための課題

● 児童生徒に応じて、紙・デジタル、教科書・教材・学習支援ソフト等の多様な「学びの手段」を適切に組み合わせ
ることのできる「ハイブリッドな教育環境」の整備が必要。

● デジタル教科書・教材等の活用が、いわゆる「デジタル一斉授業」（教師からの一方通行の授業）に留まること
なく、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を通して、児童生徒が主体的に学びを選択し、自立した学
習者になっていくことが重要であり、都道府県教育委員会、市区町村教育委員会等の垣根を越えて、学校・教師
へのモデルづくりや研修を含めた伴走支援、効果・課題の検証等が必要。

● 学校間・自治体間で教育環境に格差が生じることなく、児童生徒の学びの選択肢を増やすことができるように、
デジタル教材や学習支援ソフトウェア等の整備・活用状況の実態把握・可視化や支援の検討が必要。

児童生徒一人一人に応じて適切に多様な「学びの手段」を組み合わせていく

学習プリント
資料集 等
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第3次学校安全の推進に関する計画（概要）

●学校安全の推進に関する計画：各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、国が策定する計画
（学校保健安全法第3条第2項）
●「第３次学校安全の推進に関する計画の策定について（令和４年２月７日中央教育審議会答申）」を踏まえ、令和４年３月
２５日（金）に閣議決定（計画期間：令和4年度から令和8年度までの５年間）

Ⅰ 総論

〇 学校が作成する計画・マニュアルに基づく取組
の実効性に課題

〇 学校安全の取組内容や意識の差
〇 東日本大震災の記憶を風化させることなく今後
発生が懸念される大規模災害に備えた実践的な
防災教育を全国的に進めていく必要性

など

○ 学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルを構築し、学校安全の実効性を高める
○ 地域の多様な主体と密接に連携・協働し、子供の視点を加えた安全対策を推進する
○ 全ての学校における実践的・実効的な安全教育を推進する
○ 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育・訓練を実施する
○ 事故情報や学校の取組状況などデータを活用し学校安全を「見える化」する
○ 学校安全に関する意識の向上を図る（学校における安全文化の醸成）

第3次計画の策定に向けた課題認識 施策の基本的な方向性

目指す姿
○ 全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的に行動できるよう、安全に関する資質・能力を身に付けること
○ 学校管理下における児童生徒等の死亡事故の発生件数について限りなくゼロにすること
○ 学校管理下における児童生徒等の負傷・疾病の発生率について、障害や重度の負傷を伴う事故を中心に減少させること

５つの推進方策を設定し、学校安全に関する具体的な取組の推進と学校安全に関する社会全体の意識の向上を図る

１．学校安全に関する
組織的取組の推進

２．家庭、地域、関係機関等との
連携・協働による学校安全の推進

３．学校における
安全に関する教育の充実

４．学校における
安全管理の取組の充実

５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項等

Ⅱ 推進方策
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推進方策１．学校安全に関する組織的取組の推進

推進方策２．家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進

推進方策３．学校における安全に関する教育の充実

推進方策４．学校における安全管理の取組の充実

推進方策５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項等

〇 学校経営における学校安全の明確な位置付け
〇 セーフティプロモーションスクールの考え方を取り入れ、学校安全計画を見直すサイクルの確立
〇 学校を取り巻く地域の自然的環境をはじめとする様々なリスクを想定した危機管理マニュアルの作成・見直し
〇 学校における学校安全の中核を担う教職員の位置付けの明確化、学校安全に関する研修・訓練の充実
〇 教員養成における学校安全の学修の充実

〇 コミュニティ・スクール等、学校と地域との連携・協働の仕組みを活用した学校安全の取組の推進
〇 通学時の安全確保に関する地域の推進体制の構築、通学路交通安全プログラムに基づく関係機関が連携した取組の強化・活性化
〇 SNSに起因する児童生徒等への被害、性被害の根絶に向けた防犯対策の促進

〇 児童生徒等が危険を予測し、回避する能力を育成する安全教育の充実、指導時間の確保、学校における教育手法の改善
〇 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実、関係機関（消防団等）との連携の強化
〇 幼児期、特別支援学校における安全教育の好事例等の収集
〇 ネット上の有害情報対策（SNSに起因する被害）、性犯罪・性暴力対策（生命（いのち）の安全教育）など、現代的課題に関する教育内容について、

学校安全計画への位置付けを推進

〇 学校における安全点検に関する手法の改善（判断基準の明確化、子供の視点を加える等）、学校設置者による点検・対策の強化（専門家との連携等）
〇 学校施設の老朽化対策、非構造部材の耐震対策、防災機能の整備の推進
〇 重大事故の予防のためのヒヤリハット事例の活用
〇 学校管理下において発生した事故等の検証と再発防止等（学校事故対応に関する指針の内容の改訂に関する検討）

〇 学校安全に係る情報の見える化、共有、活用の推進（調査項目、調査方法の見直し等）
〇 災害共済給付に関するデータ等を活用した啓発資料の周知・効果的な活用
〇 設置主体（国立・公立・私立）に関わらない、学校安全に関する研修等の情報・機会の提供
〇 AIやデジタル技術を活用した、科学的なアプローチによる事故予防に関する取組の推進
〇 学校安全を意識化する機会の設定の推進（各学校の教職員等の意識を高める日・週間の設定等）
〇 国の学校安全に関する施策のフォローアップの実施 43



学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について ～幼保小の協働による架け橋期の教育の充実～
令和５年２月27日 中央教育審議会初等中等教育分科会 幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会

・ 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、全ての子供に等しく機会を与えて育成していくことが必要。
・ 幼児期は遊びを通して小学校以降の学習の基盤となる芽生えを培う時期であり、小学校においてはその芽生えを更に伸ばしていくことが必要。そのためには、幼児教育と小学校
教育を円滑に接続することが重要。
・ 一方、幼児教育と小学校教育は、他の学校段階等間の接続に比して様々な違いを有しており、円滑な接続を図ることは容易でないため、５歳児から小学校１年生の２年間を「架
け橋期」と称して焦点を当て、０歳から18歳までの学びの連続性に配慮しつつ、「架け橋期」の教育の充実を図り、生涯にわたる学びや生活の基盤をつくることが重要。
・ 架け橋期の教育を充実するためには、幼保小はもとより、家庭、地域、関係団体、地方自治体など、子供に関わる全ての関係者が立場を越えて連携・協働することが必要。
・ 教育行政を所掌する文部科学省は、こども家庭庁をはじめとする関係省庁と連携を図りながら、家庭や地域の状況にかかわらず、全ての子供が格差なく質の高い学びへと接続で
きるよう幼児期及び架け橋期の教育の質を保障していくことが必要。

１．架け橋期の教育の充実
幼児教育施設と小学校は、３要領・指針※及び小学校学習指導要領に基づき、幼児教育と小学校教育を円滑に接続することが必要。
① 子供の発達の段階を見通した架け橋期の教育の充実
・ 幼児教育と小学校教育では、各教科等の区別の有無や内容・時間の設定など様々な違いを有することから、幼保小が意識的に協働して「架け橋期」の教育を充実
・ 幼児教育施設においては、小学校教育を見通して「主体的・対話的で深い学び」等に向けた資質・能力を育み、小学校においては、幼児教育施設で育まれた資質・能力を踏ま
えて教育活動を実施。特に、小学校の入学当初においては、小学校において主体的に自己を発揮しながら学びに向かうことを可能にするための重要な時期であり、幼児期に育まれ
た資質・能力が、低学年の各教科等における学習に円滑に接続するよう教育活動を実施

② 架け橋期のカリキュラムの作成及び評価の工夫によるPDCAサイクルの確立
・ 幼保小が協働して、３要領・指針において幼児期の資質・能力が具体的に現れる姿として定められている「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」等を手掛かりとしながら、架け橋
期のカリキュラム※を作成。小学校１年生の修了時期を中心に共に振り返って、架け橋期の教育目標や日々の教育活動を評価し、幼保小それぞれの教育を充実
※幼保小が協働して、期待する子供像や育みたい資質・能力、園で展開される活動や小学校の生活科を中心とした各教科等の単元構成等を明確化したもの

・ 幼保小の合同会議等を定期的に開催するなど、幼児教育施設と小学校の継続的な対話を確保、コミュニティ・スクール等を活用し、保護者や地域住民の参画を得る仕組みづくり

これらを踏まえ、以下の方策を推進

２．幼児教育の特性に関する社会や小学校等との認識の共有
幼児教育施設と小学校が、保護者や地域住民等の参画を得ながら、架け橋期の教育の充実を図るためには、幼児教育の特性について、認識の共有を図ることが必要。
① 幼児教育の特性に関する認識の共有
・ 幼児期の遊びを通した学び※の特性に関する社会や小学校等との認識の共有が未だ十分ではないため、様々な研究や実践の成果に基づく知見を活用して幅広く伝え、遊びを通し
た学びの教育的意義や効果の共通認識を図る
※幼児期は、子供が遊びを中心として、頭も心も体も動かして、主体的に様々な対象と直接関わりながら総合的に学んでいくとともに、遊びを通して思考を巡らし、想像力を発揮し、自分の体を使って、友達と様々なことを学んでいく

② ICTの活用による教育実践や子供の学びの見える化
・ ICTを活用したドキュメンテーションやポートフォリオにより日々の教育実践や子供の学びを「見える化」し、先生の教育の意図等を併せて伝えることにより、幼児教育の特性や教育方
針等について、保護者や地域住民の理解を促進
・ 「見える化」による保護者や地域住民との連携の好事例等を収集・発信し、幼児教育の特性に関する社会の認識を向上

※幼稚園教育要領、保育所保育指針、
幼保連携型認定こども園教育・保育要領幼 小

幼 小

幼 小

幼

（参考資料）幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き及び参考資料（初版）（https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm）
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６．教育の質を保障するために必要な調査研究等
幼児教育や幼保小の接続の分野について、データやエビデンスに基づく政策形成が必要。
① 幼保小接続期の教育に関する調査研究
・ 国において、架け橋期のカリキュラムに基づく評価方法や、諸外国における子供の多様性を尊重した幼保小の接続期の具体的支援や体制の構築について、調査研究を推進
② 幼児期の教育に関する調査研究
・ 国立教育政策研究所幼児教育研究センター、大学、地方自治体、幼児教育関係団体、民間研究機関等からなる国内外の研究ネットワークを構築
・ 質の高い幼児教育とは何かを明らかにするため、国のプロジェクトとして、大規模な長期縦断調査を実施
・ 日本独自の質評価指標の開発や園内研修等において活用しやすい質評価指標の開発を推進

３．特別な配慮を必要とする子供や家庭への支援
障害のある子供や外国籍等の子供など、特別な配慮を必要とする子供や家庭への適切な支援が必要。
① 特別な配慮を必要とする子供と家庭のための幼保小の接続
・ 特別な配慮を必要とする子供の対応が増加しており、幼児教育施設・小学校と、母子保健、福祉、医療等の関係機関との連携強化により、切れ目ない支援を実施
・ 国や地方自治体において、障害のある子供や外国籍等の子供などの受入れに関する研修プログラムを開発、研修資料や教材を作成
・ 幼児教育施設は、一人一人に応じた指導を重視する幼児教育のよさを生かしながら子供の実態に応じた適切な支援を実施、小学校は、引き継いで必要な支援を実施
② 好事例の収集
・ 幼児教育施設や小学校における子供の多様性に配慮した教育の充実に関する好事例等を収集・蓄積して活用

５．教育の質を保障するために必要な体制等
設置者や施設類型を問わず、幼児教育の質の向上や幼保小の接続等の取組を一体的に推進する体制が必要。また、幼児教育施設における人材確保や勤務環境の改善等が必要。
① 地方自治体における推進体制の構築
・ 地方自治体において、幼保小の担当部局の連携・協働や幼保の担当部局の一元化、
幼児教育センターの設置・活用や幼児教育アドバイザーの配置等を推進

② 架け橋期の教育の質保障のために必要な人材育成等
・ 幼保小に対して専門的な指導・助言等を行う架け橋期のコーディネーターや幼児教育ア
ドバイザーを育成、幼保小接続や生活科を担当する指導主事の配置・指導力の向上
・ 幼児教育施設や小学校の管理職や先生の研修を充実
・ 架け橋期のカリキュラムや研修等を開発・実施する「幼保小の架け橋プログラム」を推進

③ 幼児期の教育の質保障のために必要な人材確保・定着等
・ 国において、処遇改善等の必要な施策を引き続き実施
・ 地方自治体において、総合的な人材確保策を推進
・ 幼児教育施設において、
管理職等がマネジメント能力やリーダーシップを発揮するための研修を充実
心理や福祉、障害等の専門的知見を有する者を積極的に活用
働き方改革を推進するため、ICT環境の整備を推進

・ 事故等の発生・再発防止のための取組を徹底

幼 小

幼 小

幼 小

幼 小

幼 小

幼

幼

４．全ての子供に格差なく学びや生活の基盤を育むための支援
核家族化や地域の関わりの希薄化に伴い、家庭や地域の教育力が低下し、幼児教育施設の役割が一層重要。

※身体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期
的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義などの将
来にわたる持続的な幸福を含む概念

※※保育所は「全体的な計画」、幼保連携型認定
こども園は「教育及び保育の内容並びに子育て
の支援等に関する全体的な計画」の作成

① 幼児教育施設の教育機能と場の提供
・ ０歳から５歳の未就園児も含め、様々な体験の機会が得られるよう、幼児教育施設が
有する専門的な知見や場を地域に提供し、様々な子供の学びの場への参加を推進
・ 幼児教育施設において、保護者の幼児教育に対する理解を深めるとともに、親子登園
や相談事業、一時預かり事業等の子育て支援を充実

② 全ての子供のウェルビーイング※を保障するカリキュラムの実現
・ 全ての子供のウェルビーイングを高める観点から、教育課程の編成※※や指導計画
の作成、実施や評価、改善等

幼 幼 小
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会委員

◎：分科会長 ○：分科会長代理

（５０音順） 

（委  員）１４名 

◎ 荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

井 坂 秀 一 神奈川県立柏陽高等学校校長

今 村 久 美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事

加治佐 哲 也 兵庫教育大学長 

清 原 慶 子 杏林大学客員教授、ルーテル学院大学客員教授、前東京都三鷹

市長 

小 林 真由美 福井大学大学院福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学連

合教職開発研究科教授 

貞 廣 斎 子 千葉大学教育学部教授 

清 水 敬 介 公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 

竹 中 ナ ミ 社会福祉法人プロップ・ステーション理事長

浜 佳 葉 子 東京都教育委員会教育長、全国都道府県教育委員会連合会長 

○ 堀 田 龍 也 東北大学大学院情報科学研究科教授、東京学芸大学大学院教育

学研究科教授 

吉 田 晋 学校法人富士見丘学園理事長、富士見丘中学高等学校長、日本

私立中学高等学校連合会会長 

渡 辺 弘 司 日本学校保健会副会長、日本医師会常任理事 

渡 邉 正 樹 東京学芸大学教職大学院教授 

（臨時委員）２２名 

秋 田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授

安 家 周 一 学校法人あけぼの学園理事長、あけぼの幼稚園園長、梅花女子

大学心理こども学部こども教育学科客員教授、一般財団法人全

日本私立幼稚園幼児教育研究機構理事長

石 崎 規 生 東京都立桜修館中等教育学校長、全国高等学校長協会会長

市 川 伸 一 東京大学名誉教授、帝京大学中学校・高等学校校長補佐 

市 川 裕 二 東京都立あきる野学園校長、全国特別支援学校長会会長 

岩 本 悠 一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム代表理事、島

根県教育魅力化特命官 

大 字 弘一郎 世田谷区立下北沢小学校統括校長、全国連合小学校長会会長 

神 部 愛 有限会社おきなわ教育ラボ代表取締役 

喜 多 好 一 江東区立豊洲北小学校統括校長、全国特別支援学級・通級指導

教室設置学校長会会長 
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坂 越 正 樹 広島文化学園大学・短期大学学長 

佐 川 秀 紀 愛媛県伊予郡砥部町長 

神 野 元 基 学校法人東明館中学・高等学校校長、宮崎市教育 CIO 

田 中 宝 紀 NPO法人青少年自立援助センター定住外国人支援事業部事業責

任者 

戸ヶ﨑 勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長 

奈 須 正 裕 上智大学総合人間科学部教授 

平 井 邦 明 台東区立忍岡中学校長、全日本中学校長会会長 

細 田 眞由美 埼玉県さいたま市教育委員会教育長 

松 木 健 一 福井大学理事・副学長（企画戦略担当） 

宮 原 京 子 ファイザー株式会社炎症・免疫部門 取締役執行役員 部門長

八 並 光 俊 東京理科大学教職教育センター教授、日本生徒指導学会会長 

吉 田 信 解 埼玉県本庄市長、全国市長会社会文教委員長 

若 江 眞 紀 株式会社キャリアリンク代表取締役 

計 ３６名 

※令和４年６月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会 

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた 

学校教育の在り方に関する特別部会委員 

◎：部会長 ○：副部会長

（５０音順） 

（委  員）４名 

◎ 荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

今 村 久 美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

貞 廣 斎 子 千葉大学教育学部教授 

○ 堀 田 龍 也 東北大学大学院情報科学研究科教授、

東京学芸大学大学院教育学研究科教授 

（臨時委員）７名 

秋 田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授 

今 村 久 美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事

岩 本 悠 一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム代表理事、 

島根県教育魅力化特命官 

○ 金 丸 恭 文 フューチャー（株）代表取締役会長兼社長 グループ CEO

戸ヶ﨑  勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長

中 川 一 史 放送大学教養学部教授 

奈 須 正 裕 上智大学総合人間科学部教授 

平 川 理 恵 広島県教育委員会教育長 

計 １１名 

※令和４年２月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた

学校教育の在り方に関する特別部会

教科書・教材・ソフトウェアの在り方ワーキンググループ委員

◎：主査 ○：主査代理

（５０音順） 

（委  員）２名 

◎ 堀 田 龍 也 東北大学大学院情報科学研究科教授、

東京学芸大学大学院教育学研究科教授 

渡 辺 弘 司 日本学校保健会副会長、日本医師会常任理事 

（臨時委員）１５名 

飯 野 眞 幸 高崎市教育委員会教育長 

石 戸 奈々子 NPO 法人 CANVAS 理事長／慶應義塾大学教授 
黒 川 弘 一 一般社団法人教科書協会デジタル教科書政策特別委員会座長 

執 行 純 子 大田区立入新井第一小学校長 

神 野 元 基 学校法人東明館学園理事・校長／宮崎市教育ＣＩＯ 

高 橋 純 東京学芸大学教育学部教授 

田 村 恭 久 上智大学理工学部教授 

中 川 一 史 放送大学教養学部教授 

長 塚 篤 夫 順天中学校・高等学校長 

中 野 泰 志 慶應義塾大学経済学部教授 

中 村 めぐみ つくば市教育委員会指導主事 

〇 奈 須 正 裕 上智大学総合人間科学部教授 

平 川 理 恵 広島県教育委員会教育長 

水 谷 年 孝 春日井市立高森台中学校長 

森  達 也 一般社団法人日本図書教材協会理事/一般社団法人全国図書教

材協議会理事 

計 １７名 

※令和４年２月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた

学校教育の在り方に関する特別部会

義務教育の在り方ワーキンググループ委員

◎：主査 ○：主査代理

（５０音順） 

（委  員）４名 

荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

今 村 久 美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

貞 廣 斎 子 千葉大学教育学部教授 

堀 田 龍 也 東北大学大学院情報科学研究科教授、 

東京学芸大学大学院教育学研究科教授 

（臨時委員）１１名 

○ 秋 田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授

鍵 本 芳 明 岡山県教育委員会教育長

柏 木 智 子 立命館大学産業社会学部教授 

黒 沢 正 明 東京都八王子市立高尾山学園校長 

小 柳 和 代 香川県高松市教育委員会教育長 

戸ヶ﨑  勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長 

中 谷 一 志 広島県廿日市市立宮園小学校長 

◎ 奈 須 正 裕 上智大学総合人間科学部教授

野 田 正 人 立命館大学大学院人間科学研究科特任教授 

水 谷 年 孝 愛知県春日井市立高森台中学校長 

若 江 眞 紀 株式会社キャリアリンク代表取締役 

計 １５名 

※令和４年１０月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた

学校教育の在り方に関する特別部会

高等学校教育の在り方ワーキンググループ委員

◎：主査 ○：主査代理

（５０音順） 

（委  員）２名 

◎ 荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

今 村 久 美 認定 NPO 法人カタリバ代表理事 

（臨時委員）１３名 

青 木 栄 一 東北大学大学院教育学研究科教授 

石 崎 規 生 東京都立桜修館中等教育学校長、全国高等学校長協会会長 

岩 本  悠 
一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム代表理事、

島根県教育魅力化特命官 

岡 本 尚 也 一般社団法人 Glocal Academy代表理事 

沖 山 栄 一 
東京都立世田谷泉高等学校長、全国定時制通信制高等学校長

会理事長 

鍛治田 千 文 
YMCA学院高等学校校長、大阪 YMCA国際専門学校校長、学校

法人大阪 YMCA理事 

塩 瀬 隆 之 京都大学総合博物館研究部情報発信系准教授 

篠 原 朋 子 学校法人 NHK学園理事長 

清 水 雅 己 埼玉県立大宮工業高等学校長

○ 田 村 知 子 大阪教育大学連合教職実践研究科教授

冨 塚 昌 子 千葉県教育委員会教育長

長 塚 篤 夫
順天中学校・高等学校長、日本私立中学高等学校連合会常任

理事

濱 田 久美子 高知県教育センター企画監、元高知県立山田高等学校長

計 １５名 

※令和５年２月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会
教育課程部会委員 

◎：部会長 ○：副部会長

（５０音順） 

（委  員）８名 

◎ 荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

今 村 久 美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事 

小 林 真由美 福井大学大学院福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学連

合教職開発研究科教授 

○ 貞 広 斎 子 千葉大学教育学部教授

清 水 敬 介 公益社団法人日本 PTA全国協議会顧問 

浜 佳 葉 子 東京都教育委員会教育長、全国都道府県教育委員会連合会会長 

堀 田 龍 也 東北大学大学院情報科学研究科教授、東京学芸大学大学院教育

学研究科教授 

吉 田 晋 日本私立中学高等学校連合会会長、学校法人富士見丘学園理事

長、富士見丘中学高等学校長 

（臨時委員）２０名 

秋 田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授 

石 井 英 真 京都大学大学院教育学研究科准教授

石 崎 規 生 全国高等学校長協会会長、東京都立桜修館中等教育学校長 

○ 市 川 伸 一 東京大学名誉教授、帝京大学中学校・高等学校校長

市 川 裕 二 全国特別支援学校長会会長、東京都立あきる野学園校長

大 字 弘一郎 全国連合小学校長会会長、東京都世田谷区立下北沢小学校長

大 島 ま り 東京大学大学院情報学環・東京大学生産技術研究所教授

梶 谷 俊 介 岡山トヨタ自動車株式会社代表取締役社長、岡山県教育委員、

中小企業家同友会全国協議会社員教育委員長

鎌 田  信 秋田大学大学院教育学研究科教職実践専攻教授

末 冨  芳 日本大学文理学部教育学科教授

田 村 知 子 大阪教育大学連合教職実践研究科教授

戸 ヶ 﨑 勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長

中 島 さち子 株式会社 steAm代表取締役社長

奈 須 正 裕 上智大学総合人間科学部教授

二 宮  徹 ＮＨＫ青森放送局副局長（前 解説委員）

平 井 邦 明 全日本中学校長会会長、東京都台東区立忍岡中学校長
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松 下 佳 代 京都大学高等教育研究開発推進センター教授

村 松 洋 子 島根県立宍道高等学校校長

山 中 ともえ 全国特別支援学級・通級指導教室設置学校長協会監事、東京都

調布市立飛田給小学校校長

若 江 眞 紀 株式会社キャリアリンク代表取締役

計 ２８名 

※令和４年１２月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

教員養成部会 委員

◎：部会長 ○：部会長代理

（５０音順）

（委  員）６名 

荒 瀬 克 己 独立行政法人教職員支援機構理事長

◎ 加治佐 哲 也 兵庫教育大学長

貞 廣 斎 子 千葉大学教育学部教授 

清 水 敬 介 公益社団法人日本 PTA全国協議会顧問 

浜 佳 葉 子 東京都教育長、全国都道府県教育委員会連合会長 

吉 田  晋 学校法人富士見丘学園理事長、富士見丘中学高等学校長、日本

私立中学高等学校連合会長 

（臨時委員）１５名 

秋 田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授 

安 家 周 一 学校法人あけぼの学園理事長、あけぼの幼稚園長、梅花女子大

学心理こども学部こども教育学科客員教授、一般財団法人全日

本私立幼稚園幼児教育研究機構理事長 

安 部 恵美子 長崎短期大学長 

石 崎 規 生 東京都立桜修館中等教育学校統括校長、全国高等学校長協会長 

市 川 裕 二 東京都立あきる野学園校長、全国特別支援学校長会長 

大 字 弘一郎 世田谷区立下北沢小学校長、全国連合小学校長会長 

木 村 国 広 長崎大学教育学部・大学院教育学研究科教授 

坂 越 正 樹 広島文化学園大学・短期大学長 

高 橋  純 東京学芸大学教育学部教授 

戸ヶ﨑  勤 埼玉県戸田市教育委員会教育長 

根 津 朋 実 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

平 井 邦 明 東京都台東区立忍岡中学校長、全日本中学校長会長 

○ 松 木 健 一 福井大学理事・副学長（企画戦略担当）

松 田 悠 介 認定特定非営利活動法人 Teach for Japan 創業者・理事、株式

会社松田グローバル人財研究所代表取締役社長 

森 山 賢 一 玉川大学大学院教育学研究科 

計 ２１名 

※令和４年１１月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

学校安全部会 委員名簿

◎：部会長 ○：副部会長

（５０音順） 

（委  員）２名 

渡 辺 弘 司 日本学校保健会副会長、日本医師会常任理事 

◎ 渡 邉 正 樹 東京学芸大学教職大学院教授

（臨時委員）１６名 

石 井 知由美 由布市立東庄内小学校校長 

大 木 聖 子 慶應義塾大学環境情報学部准教授 

小 川 和 久 東北工業大学総合教育センター教授 

北 村 光 司 国立研究開発法人産業技術総合研究所人工知能研究センター 

主任研究員 

木 下 史 子 岡山教育事務所生涯学習課長 

木 間 東 平 葛飾区立柴又小学校校長 

嵯 峨 実 允 学校法人藤華学院理事長、日本私立中学高等学校連合会常務理

事 

首 藤 由 紀 株式会社社会安全研究所代表取締役所長 

中 井  宏 大阪大学大学院人間科学研究科准教授 

○ 藤 田 大 輔 大阪教育大学教授

松 本 孝 朗 中京大学スポーツ科学部教授 

南 川 和 宣 岡山大学大学院法務研究科教授 

村 山  猛 千葉県教育庁企画管理部教育総務課障害者雇用推進班主幹 

山 田 洋 子 公益社団法人日本 PTA全国協議会副会長 

𠮷𠮷 門 直 子 土佐市立蓮池小学校校長 

渡 部 佳代子 江東区立第五砂町幼稚園園長 

計 １８名 

※令和５年２月時点
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第１１期中央教育審議会 初等中等教育分科会

幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 委員

◎：委員長 ○：委員長代理

（５０音順）

（委  員）２名 

荒  瀬  克  己 独立行政法人教職員支援機構理事長

堀  田  龍  也 東北大学大学院情報科学研究科教授、東京学芸大学大学院教育

学研究科教授

（臨時委員）２６名 

○ 秋  田  喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授

石  戸  奈々子 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授、 CANVAS代

表

榎  本  和  生 東京大学大学院理学系研究科教授

大  竹  文  雄 大阪大学感染症総合教育研究拠点特任教授 

岡  林  律  子 高知県教育委員会事務局幼保支援課専門企画員 

オチャンテ村井

ロサメルセデス

桃山学院教育大学人間教育学部人間教育学科准教授 

神  長  美津子 大阪総合保育大学児童保育学部特任教授 

久保山  茂  樹 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所インクルーシブ教育

システム推進センター上席総括研究員(兼)センター長

齋  藤    孝 明治大学文学部教授 

佐  川  秀  紀 愛媛県伊予郡砥部町長 

鈴  木  みゆき 國學院大學人間開発学部教授 

曽  木  書  代 社会福祉法人龍美 陽だまりの丘保育園長 

田  村    学 國學院大學人間開発学部教授 

中井澤  卓  哉 筑波大学教育学類４年、(一社)ひとと代表理事 

中  山  昌  樹 学校法人中山学園理事長 

二  宮    徹 ＮＨＫ青森放送局副局長 

平  川  理  恵 広島県教育委員会教育長 

藤  迫    稔 大阪府箕面市教育委員会教育長 

水  野  達  朗 大阪府大東市教育委員会教育長 

溝  上  慎  一 学校法人桐蔭学園理事長、桐蔭横浜大学学長・教授 

宮  下  友美惠 学校法人静岡豊田学園 静岡豊田幼稚園長 
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◎ 無  藤    隆 白梅学園大学名誉教授 

村  田  伊津子 岐阜市子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”所長 

吉  田  信  解 埼玉県本庄市長 

渡  邉  一  利 公益財団法人笹川スポーツ財団理事長 

渡  邉  英  則 学校法人渡辺学園 認定こども園ゆうゆうのもり幼保園長、港

北幼稚園長 

計 ２８名 

※令和４年７月時点
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第１１期大学分科会の審議の状況について 

１．第１１期における審議実績 

大学分科会 

●これからの時代の地域における大学の在り方について

・ 地域社会の活力の低下や 18歳人口減少が課題となる中で、「地域の中核とな

る大学」の実現が我が国の社会全体の変革の駆動力となるとし、地域における

大学の役割や大学にとっての地域の魅力を整理し、①地域ならではの人材育成

の推進、②地域ならではのイノベーションの創出、③連携の推進について、「大

学」・「国」・「地方公共団体・産業界等」それぞれの視点で求められる具体的な

取組等について審議し、その内容を取りまとめた。 

  また、魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の特例的な定員増につ

いても考え方を整理した。 

●質保証システム部会の審議まとめを踏まえた大学設置基準改正について

・ 令和４年３月の審議まとめの提言に基づき、学修者本位の大学教育の実現の

ために、３つのポリシーに基づく学位プログラムの編成や内部質保証による教

育研究活動の不断の見直しが求められることを明確化するなどの大学設置基

準等の改正について審議を行った。また、基幹教員制度を創設し、一定以上の

授業科目を担当する等の要件を満たす一部の教員について必要最低教員数に

算入できるとすることや、内部質保証体制が機能している大学に遠隔授業の単

位習得上限等を緩和するなどの、教育課程等に係る特例を認める制度の新設を

行うなどの制度改正について審議した。 

●学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について

・ 大学振興部会で議論した「文理横断・文理融合教育の推進」、「出口における

質保証」、「学生保護の仕組みの整備」についてさらに審議を深め、審議まとめ

として取りまとめた。具体的には、３つのポリシーに基づく体系的で組織的な

文理横断・文理融合教育の推進やそのための体制整備、初等中等教育段階にお

ける諸改革も踏まえた大学入学者選抜の改善の方向性について審議した。また

「出口における質保証」については、学生の予習復習等に関する学修時間の短

58



さが指摘され、出口における質保証の強化方策として、ＧＰＡの活用やキャッ

プ制の実質化の重要性、卒業論文・卒業研究やゼミナール教育の活用等につい

て審議した。学生保護については、現下の極めて急速な少子化の進行も踏まえ、

破綻リスクの低減や破綻時に学生を保護するために学校法人や国が採るべき

措置について取りまとめた。 

質保証システム部会 

●学修者本位の大学教育の実現と社会に開かれた質保証の実現

・ 大学設置基準・設置認可審査に加え、認証評価制度や情報公表、定員管理の

在り方などの各質保証システムについて具体的な検討を進めた。また、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大により浮かび上がった学生の学びの保証という観

点での大学のレジリエンスや、普及・進展したオンライン教育の質などについ

て、質保証システムの全体像の中で高等教育の質を保証するための観点や仕組

み等について審議した内容を取りまとめた。 

大学振興部会 

●文理横断・文理融合教育の推進、「出口における質保証」の充実・強化、学生保

護の仕組みの整備について

・ ①文理横断・文理融合教育の推進、②「出口における質保証」の充実・強化、

③学生保護の仕組みの整備の 3点について、大学や産業界等の関係団体からの

ヒアリングを行いながら審議を行った。

大学院部会 

●大学院制度と教育の在り方について

・ 「人文科学・社会科学系における大学院教育改革の方向性 中間とりまとめ」

をまとめるなど、人文科学・社会科学系における大学院教育改革を重点的に審

議するとともに、大学院におけるリカレント教育や大学院設置基準の改正等に

ついて審議した。
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法科大学院等特別委員会 

●法科大学院教育の更なる充実と魅力・特色の積極的な発信について

・ 令和元年法改正による新たな一貫教育制度(いわゆる「３＋２」)と在学中受

験の導入（令和４年度に初めて法曹コース生が法科大学院に進学、令和５年度

に在学中受験が開始）、第 10期の法学未修者教育に係る提言等を踏まえ、新た

な一貫教育制度の着実な実施、在学中受験に向けた教育課程の工夫、法学未修

者教育の更なる充実、複数の法科大学院の連携、地域の自治体や法曹界、産業

界との連携、法科大学院等の魅力や特色の積極的な発信など、法科大学院を取

り巻く諸課題について議論、ヒアリングを行い、改善の提案や好事例を整理し、

取りまとめた。 

認証評価機関の認証に関する審査委員会 

●認証評価機関の認証について

・ 機関別認証評価機関の認証について、一つの機関より専門職大学・専門職短

期大学の機関別認証評価の認証の申請があり、評価基準や審査体制などに関し

て審査を行い、審査継続中。 

・ 分野別認証評価については、一つの機関より専門職大学・専門職短期大学に

おけるリハビリテーション分野、ファッションビジネス分野及び動物ケア分野

に関する認証評価機関の認証の申請があり、審査継続中。 

●認証評価機関が行う自己点検・評価に係るヒアリングについて

・ 「学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目

を定める省令」に基づく認証評価機関の自己点検・評価について、一つの認証

評価機関から提出された自己点検・評価書について確認を行った。

教育課程等特例制度運営委員会 

●教育課程等に係る特例制度の運営について

・ 令和４年９月の大学設置基準等の一部改正により創設された、教育課程等に

係る特例制度について、先導的な取組に関する特例の認定に係る審査の実施に

向けた諸事項を決定したほか、大学からの申請に基づき、特例の認定に係る審

査等を行った。 
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その他 

・ 先に触れた令和４年 9月の大学設置基準等の改正のほかに、大学等を取り巻

く状況の変化等に速やかに対応するため、高等教育政策全般について審議を行

うとともに、大学設置基準等の改正に関し、審議の上で具体的な結論を得たも

のについては、その改正について随時答申を行った。 
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２．来期に継続して審議する事項 

●急速な少子化の進行等への高等教育の対応方策について

・ 今後の高等教育全体の適正な規模を視野に入れた地域における質の高い高

等教育へのアクセスの確保の在り方や、国公私の設置者別の役割分担の在り方

等について、一定の方向性を打ち出すべく引き続き審議を進める予定。 

●大学院制度と教育の在り方について

・ 大学院部会においては、人文科学・社会科学系における大学院教育改革につ

いて最終とりまとめに向けて審議を行うとともに、大学院におけるリカレント

教育、大学院における基幹教員の考え方について、引き続き審議する予定。 

●法科大学院等の教育の改善・充実について

・ 法科大学院等特別委員会においては、第 11 期の議論のまとめを踏まえ、新

たな一貫教育制度の着実な実施、在学中受験に向けた教育課程の工夫等につい

て、引き続き審議する予定。 

●認証評価機関の認証について

・ 認証評価機関の認証に関する審査委員会においては、認証評価機関の認証に

ついて、引き続き審査する予定。 

●教育課程等に係る特例制度について

・ 教育課程等特例制度運営委員会においては、大学からの申請に基づき、特

例の認定について、引き続き審査する予定。 
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これからの時代の地域における大学の在り方について －地方の活性化と地域の中核となる大学の実現－
（令和３年12月 中央教育審議会大学分科会 審議まとめ）

はじめに
（現状）
地域社会の活力の低下・多極分散型の国家形成の必要性・18歳人口の減少・
地方部を中心に大学の定員未充足
（検討に当たっての認識）
・「地域の中核となる大学」の実現が、我が国社会全体の変革の駆動力となる。
・地域は様々な課題が生じる最前線。地方大学振興にも資する。
・「地域」の範囲は多様で、地域や大学の関係者での議論が求められる。

（地域における大学の役割）
地域において大学が果たす重要な役割
①人材育成機関としての役割（必要不可欠な分野の従事者、地
域産業のＤＸやグローバル化を推進する人材、地域社会を活性
化する人材）

②高度な研究能力を有する機関としての役割
（産業界等との連携、地域の発展や課題解決に資する取組の実
行）

③地域の文化・歴史を発展・継承する役割（地域の魅力の発信）
④知と人材のハブとしての役割（海外等の他地域との窓口）

１．地域における大学の役割とこれまでの取組 ２．地域における大学を取り巻く状況と「地域の中核となる大学」の必要性
（大学にとっての地域の魅力）
学修のフィールド、様々な経験の場、イノベーション創出のきっかけとなる地域課題の宝庫、ＤＸ・グローバル
化の最前線
※地域における大学の振興を若者の流出抑止の手段としてのみ捉えるのでなく、国内外の人材の流動性を高め、
日本の大学界や各地域が活性化していくという視点
（「地域の中核となる大学」に求められるもの）
産学官連携、人材が集まる「魅力のある地域」、地域の課題解決や地域経済の発展を支え地域に貢献
する「地域の中核となる大学」を目指す取組が必要
※「地域の中核となる大学」の在り方は地域の関係者に活発に議論されるべき。地域社会における各大学の
必要性が明確になることが重要。
※必ずしもその地域に所在する大学にのみ求められるものではない。

「①学修面での課題」 「②イノベーション創出上の課題」 「③連携上の課題」 等が指摘

３．地域ならではの人材育成の推進
＜大学＞
・卒業生に関する基礎データの収集・分析・共有
・実践的な長期インターンシップ
・地方公共団体や企業が実施する奨学金の返還支援
の活用
・短期集中型のプログラム構築 等
＜国＞
・全国的な卒業後の学生の地域別・分野別就職状況
等の基礎データの収集 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・大学への講師派遣、寄附金・寄附講座の提供 等

※ 現在の延長線上で地域産業に役立つ人材だけでなく、地域の社会
産業構造を変革し、ＤＸやグローバル化へと導いていくような人材の
育成も必要。

＜大学＞
・地方公共団体や産業界との窓口となる教職員・ＵＲＡの配置
推進
・大学院教育と学部教育の緊密・実質的な連携
・ジョブ型研究インターンシップの実施 等
＜国＞
・社会変革等につながる産学官連携による研究開発や社会実
装を促進する拠点形成支援
・アントレプレナーシップ教育の充実、創業準備段階からのコンサ
ルティング等の経営人材との連携支援
・「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」を形成する大学施設等
の整備推進 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・高等教育担当部署の創設や大学連携担当職員の配置 等

４．地域ならではのイノベーションの創出 ５．連携の推進
＜大学＞
・学長のリーダーシップの発揮による強みと特色の分析
及び発信・広報
・高等学校など地域の初等中等教育機関等との連携

等
＜国＞
・地域連携プラットフォームや大学等連携推進法人等
に関する優れた取組事例についての周知広報 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・コーディネーターの発掘・育成・活用
・高等教育担当部局の設置
・地方公共団体の総合計画等への大学を活用した地
方創生に関する取組の位置付け 等

（大学と地域に関する概念整理）

本稿における「地域における大学」
＝「地域に根差した」「地域に所在する」という地域との機能的な関係性に着目

※「地方」は地理的な性質（主として「東京圏」以外）を表す場合に用いる。
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新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）概要

令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会背 景

○ 「大学設置基準」「大学設置認可審査」「認証評価」「情報公表」という我が国の公的な質保証システムは、事前規制型と事後チェック型それぞれの長所を
組み合わせた形で設計されており、一定程度機能している。

○ しかしながら、３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課程編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）に基づく教育の実質化を進める必要があ
るという指摘や、グローバル化やデジタル技術の進展に対応する必要があるという指摘、新型コロナウイルス感染拡大を契機とした遠隔教育の普及・進展を踏
まえた対応を行う必要がある等の指摘がある。

⇨ 大学における国際通用性のある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、
①最低限の水準を厳格に担保しつつ、 ②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく ことが求められている。

質保証システムで保証すべき「質」

・学校教育法の規定に照らすと「教育研究の質」
・「学生の学びの質と水準」とともに、教育と研究を両輪とする大学の在り方
を実現する観点からは、持続的に優れた研究成果が創出されるような研究環境
の整備や充実等についても一定程度確認する必要。

改善・充実の方向性

２つの検討方針 ：①学修者本位の大学教育の実現
②社会に開かれた質保証の実現

４つの視座 ：①客観性の確保 ②透明性の向上
③先導性・先進性の確保（柔軟性の向上） ④厳格性の担保

※それぞれの視座は背反関係にあるものではなく、相互に関係し合うものであることに留意が必要

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】

○学位プログラムの３つのポリシーに基づく編成、学位プログラムを基
礎とした内部質保証の取組、内部質保証による教育研究活動の不断の
見直しが求められることを明確化。

【客観性の確保】
○分散して規定されている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一

体的に再整理。
○「一の大学に限り」という「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮

称）と改め、設置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり一定以
上の授業科目を担当する常勤以外の教員について一定の範囲まで算入
を認める。※教育研究の質の低下を招かないよう制度化に当たっては留意。

○「図書」「雑誌」等を電子化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理。
○大学設置基準上、教育を補助する者について明示的に規定。
○実務家教員の定義の明確化や大学名称の考え方を周知。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位当たり時間

は標準時間であることの明確化など単位制度運用の柔軟化。
○機関として内部質保証等の体制が機能していることを前提とした教育

課程等に係る特例制度の新設。
例）遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換上限（60単位）、

授業科目の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等

○校舎等施設は、多面的な使用等も想定し、機能に着目した一般的な規
定として見直し。

○スポーツ施設等を各大学の必要性に応じて整備できるよう見直し。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】

○内部質保証について、自己点検評価
結果による改善を評価し公表する形
へと充実。

○学修成果の把握・評価や、研究環境
整備・支援状況の大学評価基準への
追加。

【客観性の確保】
○多様性に配慮しつつ認証評価機関の

質保証に資する取組の推進。
【透明性の向上】

○各認証評価機関の評価結果の一覧性
を持った公表の検討。

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○内部質保証の体制・取組が特に優れ

た大学への次回評価の弾力的措置。
○法令適合性等について適切な情報公

表を行っている大学への法令適合性
等に関する評価項目や評価手法の簡
素化などの措置。 等

【厳格性の担保】
○不適合の大学の受審期間を短縮化

（例：３年）。

＜改善・充実の方向性＞
○「教学マネジメント指針」を踏まえ、認証評価におい
て大学の情報公表の取組状況を確認。

○「大学入学者選抜に関すること」等を学校教育法施行
規則に規定する各大学が公表すべき項目に追加。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○遠隔授業に関するガイドラインの策定
○大学運営の専門職である事務職員等、質保証を担う人

材の資質能力を向上させる観点から、ＳＤ・ＦＤの取
組等を把握・周知

【客観性の確保】
○設置認可審査を経て認められた分野の範囲内なら大学

の判断で新たな学位プログラムが実施可能であること
を周知。

○修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、
厳密に４年間在籍することを求めるものではないこと
を明確化。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○基盤的経費の配分や設置認可申請等における定員管理

に係る取り扱いについて、現行で入学定員に基づく単
年度の算定としているものは、収容定員に基づく複数
年度の算定へと改める（成績管理の厳格化・明確化と
両立が図られるように留意）。 等

（４）その他の重要な論点

（１）大学設置基準・設置認可審査 （２）認証評価制度 （３）情報公表
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大学設置基準等改正の主な具体的内容
一 総則等理念規定の明確化
〇学位プログラムの３つのポリシーに基づいて、入学者選抜及び教育課程の編成を行う
よう明確化
〇総則の理念について、自己点検・評価、認証評価の結果を踏まえた、不断の見直し
を行うよう明確化

二 教員組織・事務組織等の組織関係規定の再整理
〇分散して規定されている現行の組織に係る規定や教員と事務職員等の連携・協働
の規定を一体的に再整理・明確化

〇「教員組織」について、「教育研究実施組織」に改め、規模並びに授与する学位の種
類及び分野に応じ編制する旨規定

〇教育研究実施組織の編制に当たり、教員及び事務職員等相互の適切な役割分担
の下での協働や組織的な連携体制を確保しつつ、教育研究に係る責任の所在を
明確化

〇厚生補導を行う組織について、専属の教員又は事務職員等を置く組織を編制する
旨規定

〇事務組織について、大学運営に必要な業務を行うため、専属の教員又は事務職員
等を置く組織を編制する旨規定

三 基幹教員、授業科目の担当、研修等に係る規定
〇専任教員の概念を、「基幹教員」と改め、定義の明確化や最低必要教員数の算定
にあたり、複数の大学・学部での算定も可能とすることやその算定は4分の1までとす
ること、主要授業科目は基幹教員に担当させる旨規定

〇授業科目の担当に関し、指導補助者について条文上明示的に規定し、指導補助
者に対する研修を必須化

四 単位数の算定方法
〇単位の計算方法について、おおむね15時間から45時間までの範囲で大学が定める
時間の授業をもって1単位として単位数を計算する旨規定

五 校地、校舎等の施設及び設備等
〇校地（空地）の役割（教員と学生、学生同士の交流の場）について明確化
〇運動場や体育館その他のスポーツ施設及び講堂並びにその他の厚生補導施設につ
いて必要に応じ設ける旨規定
〇校舎等施設について、組織及び規模に応じ、教育研究に支障のないよう、必要な施
設を備えた校舎を有するものとする旨規定
〇研究室は、基幹教員及び専ら当該大学の教育研究に従事する教員に対しては必ず
備えるものと規定
〇閲覧室等の紙の書籍のみを想定した施設に係る規定について削除し、図書及び図
書館について、図書館を中心に系統的に整備し提供すること、必要な専門的職員そ
の他の専属の教員又は事務職員等を置くものとする旨規定

六 教育課程等に係る特例制度
〇教育課程等に関する事項に関し、文部科学大臣の認定を受けた場合は、特例対象
規定の全部又は一部によらないことができる大学として認定することができる制度を創設
〇認定を受けた大学（教育課程等特例認定大学）は、教育課程又は施設及び設備
等に関する事項を学則に定め、公表する旨規定
※ 認定基準手続きに関する告示は別に定める

七 大学設置基準のその他の改正事項
〇1年間の授業期間は35週にわたることを原則化
〇各授業科目の授業期間について、4学期（クオーター）制も加えて例示、8週、10週、

15週その他の大学が定める適切な期間を単位として明確化
〇単位の授与について、試験その他の大学が定める適切な方法により学修の成果を評
価して単位を与える旨規定
〇卒業要件に定める在籍年数について、厳密に4年間在籍することを求めるものではな
いことを明確化、併せて大学が定める要件を満たす旨規定
〇専門職学科における授業を行う学生数について、同時に授業を行う学生数は40人以
下と引き続き明示した上で、例外は「授業の方法等の教育上の諸条件を考慮し、教育
効果を十分に上げられると認められる場合」であることを明確化

八 大学通信教育設置基準の改正
〇印刷教材等による授業に関し、インターネット等による教材提供が可能である旨明確
化、放送授業に関し、インターネット等を通じた映像等の提供が含まれることを明確化

九 本省令の附則
○施行日：令和４年10月１日
〇以下の趣旨の附則を規定
・ 基幹教員に関する各規定、校舎及び研究室には経過措置を設けること
・ 令和5年度開設の設置審査については、従前の規定のとおりとすること
・ 令和6年度開設の設置審査については、改正後の規定又は従前の規定のいずれか
で審査を受けられること
・ 令和7年度以降開設の設置審査については、改正後の規定で審査を受けること

※ 専門職大学設置基準、大学院設置基準、専門職大学院設置基準、短期大学設置基準、短
期大学通信教育設置基準、専門職短期大学設置基準、高等専門学校設置基準等について関
連する所要の改正を行う。
※ 大学院関係設置基準については、六の教育課程等に係る特例制度について、今回の改正は見
送ることとし、三の基幹教員の取扱いについては大学院部会において引き続き検討を行う。65



背景

学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について（概要） 令和５年２月24日
中央教育審議会大学分科会

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（GD答申）」（H30.11）は、2040年を見据えた目指すべき姿として、高等教育
機関が多様なミッションに基づき、学修者が「何を学び、身に付けることができるのか」を明確にし、学修の成果を学修者が実感
できる「学修者本位の教育の実現」を掲げている。

その後、教育研究体制の多様性・柔軟性を高める制度改正、「教学マネジメント指針」の策定や質保証システム改革など、GD答申
において改革方策や検討課題として整理された事項は相当程度の進捗。

 GD答申以降の高等教育改革の進捗や課題等も踏まえて、主として学士課程教育を念頭に、以下の３つの論点について検討。

論点

１ 主専攻・副専攻制の活用等を含む文理横断・文理融合教育の推進
１．文理横断・文理融合教育の意義
 予測不可能な時代にあって、社会経済課題の多様化・複雑化が進
み、単独・少数の専門分野の知による課題解決がますます困難。
従来の専門分野の枠を越えた「文理複眼」的な思考ができる人材
の育成が求められる。

 文理横断・文理融合教育において学生が学ぶべき「文」と「理」
は、各大学がディプロマ・ポリシー（DP）等を踏まえて整理し位
置づけるべき。

 専攻分野を問わず、新たなリテラシーとして、数理・データサイ
エンス・AIに関する教育の推進が求められる。

２．文理横断・文理融合教育の方法論
 例えば、

• 「リベラルアーツ教育を中核に据えた学位プログラム」
• 「課題解決力等の涵養に重点を置いた学位プログラム」
• 「文理横断・文理融合的な学問分野に基づく学位プログラム」
• 一般教育・共通教育における一部科目の必修化や副専攻プログ
ラムの開設等の取組
等

 一定の型にはまるものではなく、各大学が自らの「強み」と「特
色」を活かした質の高い教育を展開することを期待。

３．文理横断・文理融合教育の推進に向けた方向性
 「教学マネジメント指針」を積極的に活用し学生の時間の有限性や
学修意欲にも留意しながら、３つのポリシーに基づく体系的・組織
的な学修者本位の教育を展開し、自律的な内部質保証の仕組みを機
能させることが極めて重要。

 文理横断・文理融合教育の推進に当たり、学位プログラムの機動的
な実施、学部等連係課程制度の活用、教育研究体制の多様性と柔軟
性の確保、レイトスペシャライゼーションの考え方に基づく取組等
が有効。特に地方・小規模大学等では大学等連携推進法人の組成等
による人的・物的リソースの共有化も有効。

 国においては優れた取組への支援、普及・展開に引き続き取り組む
ことに加え、新たな基金を活用した新学部設置等への機動的かつ継
続的な支援の実施が重要。

４．文理分断からの脱却に向けた高大接続改革
 約2/3の高校が文系・理系のコース分けを実施し、生徒が早期の
文理選択を迫られているとの指摘あり。こうした文理分断の状況は、
数学を課さない選抜区分の存在等、大学入学者選抜への高校教育の
適応化とも言える。

 各大学においては、初等中等教育段階における諸改革も踏まえ、大
学入学者選抜の改善に取り組むことを期待。その際、入学後の教育
に必要な入試科目は大学入学共通テストの活用や個別学力検査によ
り適切に課すことが第一の選択肢。

 国においては、優れた取組への支援、普及・展開に加え、入学者選
抜改善等の観点から「教学マネジメント指針」の追補の作成が求め
られる。

主専攻・副専攻制の活用等を含む
文理横断・文理融合教育の推進 ２「出口における質保証」の充実・強化 ３ 学生保護の仕組みの整備1
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２ 「出口における質保証」の充実・強化
１．大学教育の質保証をめぐる背景や現状・課題等
 大学設置基準の改正等により大学の裁量が向上する一方、質保証に
対する各大学の責任も増大。グローバル化の進展や産業界からの要
請もあり、国際通用性確保の観点からも高等教育の「出口における
質保証」に対する要請が高まっている。

 教学の改善に取り組む大学は着実に増加する一方、改善に取り組む
大学と努力が不十分な大学とに二極化しているとの指摘や、対応が
形式的・表層的で実質的な改善に寄与していないとの指摘もある。

 R3全国学生調査においても、キャップ制が実質的に機能しておらず、
予習・復習等の授業に関する学修時間の短い等の課題が判明。分野
間の差異も大きく、特に人文・社会分野の学修時間は短い傾向。

 卒業論文・卒業研究やゼミナール教育の充実が有効。その際、ゼミ
等の学修目標や評価基準の明確化、低年次からの系統的な教育課程、
地域・企業との連携等、組織的な取組が求められる。

 大学のミッションや学問分野は多様であり、ゼミ等が全ての学位プ
ログラムに適しているものではないが、DPに定める資質・能力を総
合的・客観的に評価する必修科目を高年次に設けることは効果的。

 学生へのきめ細かな教育・支援を可能とする指導体制の構築は重要
だが、ST比を質保証における遵守すべき基準として規定することに
ついては課題も多く、更なる研究・知見の蓄積を要する課題。 ST
比やクラスサイズ等も含めた教育研究体制に係る積極的な情報公表
が重要。

 大学に「出口における質保証」を求める産業界は、採用選考活動で
学修成果等を重視していることの発信、就職・採用活動における学
修への配慮、キャリア教育やゼミナール教育等への積極的な貢献等
が求められる。

 質保証における国際的な連携・相互認証の急拡大を踏まえた対応も
重要（海外の質保証機関等との連携等）。

３ 学生保護の仕組みの整備
１．背景
急速に少子化が進行する中、経営環境の深刻な悪化やガバナンスの機能
不全等により経営破綻に至った場合に、学生保護の観点から国や学校法
人が採るべき措置等について検討・整理が必要。
２．主な論点、検討の方向性
①破綻を避けるために学校法人（大学）が行うべきこと
②破綻が避けられない場合に学校法人（大学）が行うべきこと
学校法人においては、不断の教学改善及び経営の改善に努めるとともに、
財務状況の分析等により経営悪化の兆候を早期に把握し、破綻が不可避
な場合には速やかな経営判断が必要。その際、「学校法人の経営改善等
のためのハンドブック《第１次改訂版》」（日本私立学校振興・共済事
業団）の参照や、所轄庁、日本私立学校振興・共済事業団等への相談、
学校間の連携体制をあらかじめ構築しておくこと等が望まれる。
③破綻リスクを低減するために国等が行うべき措置
 文部科学省においては、規模の縮小・撤退を含む早期の適切な経営
判断を促す指導・支援の充実・強化、社会への情報発信が必要。

 時代と社会のニーズに応じた体制へと転換を図る大学の支援も重要。

④破綻時に国等が学生を保護するために採るべき措置
 大学の破綻時に、国等が学生を保護するために採るべき措置につい
ては整理されておらず、実際に生じ得る課題に即した対応について
検討が必要。

※課題例：
 近郊に受入れ先大学が存在しない場合の転学支援等の在り方
 転学生の受入れ先大学における定員管理のあり方
 事業を承継する法人等が存在しない場合の証明書発行等の取扱い

⑤撤退・破綻する大学に関する手続、取扱いの検討
 撤退・破綻に関する高等教育行政上の手続きは、「学校の廃止の認
可申請」（学部の廃止は届出）や「学校法人の解散の認可申請」で
あり、解散の認可後は、清算手続きに移行することとなる。

 廃止に向けて募集停止した大学については、廃止の認可申請までの
間は特段の手続き等はないが、適正な管理運営が担保されるよう、
廃止に向けたプロセスについて検討が必要。

２．「出口における質保証」の充実・強化に向けた方向性
 体系化・構造化された教育課程の学生への分かりやすい提示、GPA
活用やキャップ制等の実質化、授業科目の精選・統合等の教学マネ
ジメントの改善が重要。修得単位数以外の卒業要件の規定等も考え
られる。
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第１１期中央教育審議会 大学分科会委員 

委   員：令和３年３月９日発令 
臨時委員：令和３年４月２７日発令 

（５０音順） 
◎：分科会長 ○：副分科会長

（委  員）１０名 

越 智 光 夫  広島大学長 

熊 平 美 香  一般財団法人クマヒラセキュリティ財団代表理事 

後 藤 景 子  奈良工業高等専門学校校長、 

一般社団法人全国高等専門学校連合会会長 

◎永 田 恭 介 筑波大学長 

日比谷 潤 子 学校法人聖心女子学院常務理事 

湊 長 博  京都大学総長 

村 岡 嗣 政  山口県知事 

○村 田 治 関西学院大学長、学校法人関西学院副理事長 

吉 岡 知 哉 独立行政法人日本学生支援機構理事長 

○渡 邉 光一郎 第一生命ホールディングス株式会社取締役会長、 

一般社団法人日本経済団体連合会副会長 

（臨時委員）２０名 

相 原 道 子  横浜市立大学学長 

麻 生 隆 史  学校法人第二麻生学園理事長、山口短期大学学長 

安 部 恵美子  長崎短期大学学長 

大 野 英 男  東北大学総長 

大 森 昭 生  共愛学園前橋国際大学学長 

金 子 晃 浩  全日本自動車産業労働組合総連合会会長、 

日本労働組合総連合会副会長 

川 嶋 太津夫 大阪大学スチューデント・ライフサイクルサポート 

センター・センター長

小 林 弘 祐  学校法人北里研究所理事長 

小 林 雅 之 桜美林大学国際学術研究科教授 

清 水 一 彦 山梨大学理事・副学長 

須 賀 晃 一  早稲田大学副総長 

清 家 篤    日本赤十字社社長、慶應義塾学事顧問 

髙 宮 いづみ 近畿大学副学長、文芸学部教授 

千 葉 茂  学校法人片柳学園理事長 
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曄 道 佳 明   上智大学長 

長谷川 眞理子 総合研究大学院大学長 

古 沢 由紀子  読売新聞東京本社編集委員 

益 戸 正 樹 UiPath株式会社特別顧問、株式会社肥後銀行社外 

取締役 

松 下 佳 代  京都大学大学院教育学研究科教授 

吉 見 俊 哉  東京大学大学院情報学環教授 

計 ３０名 
※安部、古沢、松下各委員の発令日は令和３年４月２６日

※金子委員の発令日は令和３年１２月８日
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第１１期中央教育審議会 大学分科会大学振興部会委員

（委  員）６名 

越 智 光 夫  広島大学長 

◎永 田 恭 介 筑波大学長、国立大学協会会長 

日比谷 潤 子 学校法人聖心女子学院常務理事 

村 岡 嗣 政  山口県知事 

村 田 治 関西学院大学長、学校法人関西学院副理事長、 

私立大学連盟副会長 

○吉 岡 知 哉 独立行政法人日本学生支援機構理事長 

（臨時委員）７名 
大 森 昭 生  共愛学園前橋国際大学学長 

 川 嶋 太津夫  大阪大学スチューデント・ライフサイクルサポート 

センター・センター長

  小 林 弘 祐 学校法人北里研究所理事長、私立大学協会副会長

   清 家 篤 日本赤十字社社長、慶應義塾学事顧問

   曄 道 佳 明 上智大学長、私立大学連盟副会長

   古 沢 由紀子 読売新聞東京本社編集委員

   益 戸 正 樹 UiPath株式会社特別顧問、株式会社肥後銀行社外

取締役

計 １３名 
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第１１期中央教育審議会 大学分科会質保証システム部会委員 

委   員：令和３年３月９日発令 

臨時委員：令和３年６月１４日発令 

（５０音順） 

◎：部会長 ○：副部会長

（委  員）３名 

永 田 恭 介 筑波大学長 

○日比谷 潤 子 学校法人聖心女子学院常務理事 

◎吉 岡 知 哉 独立行政法人日本学生支援機構理事長 

（臨時委員）１８名 

浅 田 尚 紀 奈良県立大学長 

飯 吉   透 京都大学高等教育研究開発推進センター長・教授 

大 森 昭 生 共愛学園前橋国際大学長 

川 嶋 太津夫 大阪大学スチューデント・ライフサイクルサポート 

センター・センター長

小 林 浩 リクルート進学総研所長・カレッジマネジメント

編集長 

杉 谷 祐美子 青山学院大学教育人間科学部教授 

瀧 澤 美奈子 科学ジャーナリスト 

谷 本 和 子  関西外国語大学短期大学部学長 

土 屋 恵一郎  千葉工業大学特任教授、明治大学元学長 

曄 道 佳 明 上智大学長 

長谷川 知 子 一般社団法人日本経済団体連合会常務理事 

濱 中 淳 子 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

林 隆 之 政策研究大学院大学教授 

古 沢 由紀子 読売新聞東京本社編集委員 

前 田 早 苗 千葉大学名誉教授 

宮 内 孝 久 神田外語大学長 

吉 見 俊 哉 東京大学大学院情報学環教授 

米 澤 彰 純 東北大学国際戦略室副室長・教授 

計 ２１名 
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第１１期中央教育審議会大学分科会質保証システム部会作業チーム委員 

委   員：令和３年３月９日発令 

臨時委員：令和３年６月１４日発令 

（５０音順） 

◎：部会長 ○：副部会長

（委  員）２名 

日比谷 潤 子 学校法人聖心女子学院常務理事 

吉 岡 知 哉 独立行政法人日本学生支援機構理事長

（臨時委員）５名 

浅 田 尚 紀 奈良県立大学長 

大 森 昭 生 共愛学園前橋国際大学長 

川 嶋 太津夫 大阪大学スチューデント・ライフサイクルサポート 

センター・センター長

杉 谷 祐美子 青山学院大学教育人間科学部教授 

米 澤 彰 純 東北大学国際戦略室副室長・教授 

計 ７名 

※大森、川嶋各臨時委員の発令日は令和３年４月２７日
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第１１期中央教育審議会 大学分科会大学院部会委員 

委   員：令和３年３月９日発令 

臨時委員：令和３年７月５日発令 

（５０音順） 

◎：部会長 ○：副部会長

（委  員）２名 

◎湊 長 博   京都大学総長 

○村 田 治   関西学院大学学長、学校法人関西学院副理事長 

（臨時委員）１７名 

加 納 敏 行 日本電気株式会社データサイエンス研究所上席技術 

主幹 

川 端 和 重 新潟大学理事・副学長 

神 成 文 彦 慶應義塾大学理工学部教授 

小長谷 有 紀 独立行政法人日本学術振興会監事 

小 西 範 幸 青山学院大学副学長、会計大学院協会相談役 

佐久間 淳 一 名古屋大学副総長・教授 

迫 田 雷 蔵 株式会社日立アカデミー代表取締役 取締役社長 

須 賀 晃 一 早稲田大学副総長 

菅 裕 明 東京大学大学院理学系研究科教授 

高 橋 真木子 金沢工業大学大学院イノベーションマネジメント研 

究科教授 

田 中 明 彦 独立行政法人国際協力機構理事長 

塚 本 恵 一般社団法人デジタルソサエティフォーラム 代表 

理事 

長谷川 眞理子 総合研究大学院大学長 

波多野 睦 子 東京工業大学工学院教授 

濱 中 淳 子 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

堀切川 一 男 東北大学名誉教授 

宮 浦 千 里 中部大学総長補佐・特任教授 

計 １９名 

※須賀委員、長谷川委員の発令日は令和３年４月２７日

※濱中委員の発令日は令和３年６月１４日

※佐久間委員の発令日は令和３年６月２８日

※各委員の所属・職は令和４年４月時点のもの
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第１１期中央教育審議会 大学分科会法科大学院等特別委員会委員 

 
委   員：令和３年３月９日発令 
臨時委員：令和３年６月 28日発令 
専門委員：令和３年６月 28日発令 

（５０音順） 
◎：座長   ○：座長代理     

 
（委  員）１名 

清 原 慶 子   杏林大学客員教授、ルーテル学院大学客員教授、前
東京都三鷹市長 

 
（臨時委員）１名 

佐久間 淳 一   東海国立大学機構機構長補佐、名古屋大学副総長 
 
（専門委員）２１名 

一 場 康 宏   司法研修所事務局長 
井 上 由 理   日本ペイントホールディングス株式会社常務執行役 
          ジェネラルカウンセル 
大 澤   裕   東京大学大学院法学政治学研究科教授 
大 貫 裕 之   中央大学常任理事・法務研究科教授 
加 賀 讓 治   創価大学法学部教授 
笠 井 正 俊   京都大学大学院法学研究科教授 
片 山 直 也   慶應義塾大学大学院法務研究科教授 
加 藤 経 将   法務省大臣官房司法法制部司法法制課長 
菊 間 千 乃   弁護士 
北 居   功   慶應義塾大学大学院法務研究科委員長、教授 
北 川 佳世子   早稲田大学大学院法務研究科教授  
久保野 恵美子   東北大学大学院法学研究科教授 
酒 井   圭   弁護士、一橋大学大学院法学研究科特任准教授 
潮 見 佳 男   京都大学大学院法学研究科教授 
髙 橋 真 弓   一橋大学大学院法学研究科准教授 
富 所 浩 介   読売新聞東京本社論説副委員長 
中 川 丈 久   神戸大学大学院法学研究科教授 

○松 下 淳 一   東京大学大学院法学政治学研究科教授 
丸 島 俊 介   弁護士 
丸 山 嘉 代   法務省大臣官房司法法制部司法法制課長 
水 島 郁 子   大阪大学理事、副学長 

◎山 本 和 彦   一橋大学大学院法学研究科教授 
 

計 ２３名 
※丸山委員の任期は令和３年９月２１日まで 
※加藤委員の発令日は令和３年９月２２日 
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第１１期中央教育審議会 大学分科会認証評価機関の認証に関する審査委員会委員  

 
臨時委員：令和３年４月２７日発令 

専門委員：令和３年６月１４日発令 

（５０音順） 

◎：座長   ○：座長代理     

 

（臨時委員）３名 

◎川 嶋 太津夫   大阪大学高等教育・入試研究開発センター 

特任教授・センター長 

小 林 雅 之   桜美林大学総合研究機構教授 

前 田 早 苗   千葉大学名誉教授 

 

（専門委員）３名 

市 川 太 一   広島修道大学名誉教授 

大河原 遼 平   TMI総合法律事務所パートナー弁護士 

○佐 野 慶 子   佐野公認会計士事務所 

 

計 ６名 

※前田委員の発令日は令和３年６月１４日 
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第１１期中央教育審議会における主な答申、報告等について

（１） 答申

●初中分科会（学校安全部会）

第 3 次学校安全の推進に関する計画の策定について（答申）

●教師の「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会

「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について～

「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集団

の形成～（答申） 

概要：令和３年３月の文部科学大臣諮問（「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・

研修等の在り方について）に基づき、学校教育の中核を担う教師について、①「令和の日本

型学校教育」を担う新たな教師像と教師に求められる資質能力、②多様な専門性を有する

質の高い教職員集団の形成、③教員免許の在り方、④教員養成大学・学部、教職大学院の

在り方、⑤教師を支える環境整備の各項目に関して、令和４年 12 月、具体的方策等を提言

した。 

概要：令和４年度からの５年間を計画期間とする「第３次学校安全の推進に関する計画」の

策定に向けた課題として指摘されている事項を踏まえ、学校安全に関する組織的取組の

推進、家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進、学校における安

全教育の充実、学校における安全管理の取組の充実等に関し具体的な取組を進めること

により、学校における安全文化の醸成を図ることを目指し、令和４年２月、議論してきた内

容をとりまとめた。 
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●教育振興基本計画部会

第 11 期教育振興基本計画について（答申） 

（２）報告等

● 生涯学習分科会

「第 11 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理 

～全ての人のウェルビーイングを実現する、共に学び支えあう生涯学習・

社会教育に向けて～」（生涯学習分科会 令和４年８月） 

概要：生涯学習・社会教育が、従来の基本的な役割に加えて果たしうる重要な役割とし

て、①ウェルビーイングの実現、②地域コミュニティの基盤としての役割、③社会的包

摂の実現を図る役割（デジタル社会への対応を含む）を提示した。 

これを踏まえた今後の生涯学習・社会教育の振興推進の方策として、①公民館等の社

会教育施設の機能強化、②社会教育人材の養成、活躍機会の拡充、③地域と学校の連携・

協働の推進、④リカレント教育の推進、⑤多様な障害に対応した生涯学習の推進を挙げ

るとともに、国・地方公共団体が果たすべき役割を提示した。 

概要：令和５年度からの５年間を対象とする次期教育振興基本計画の策定にあたり、第３

期計画の進捗状況の検証を踏まえ、2040 年以降の社会を見据えた課題への対応や社会 

の創造に向けて、我が国における今後の教育政策の方向性を提示。「持続可能な社会の

創り手の育成」と「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」という２つのコンセ

プトのもと、５つの基本的な方針として「グローバル化する社会の持続的な発展に向け

て学び続ける人材の育成」、「誰一人取り残さず、全ての人の可能性を引き出す共生社会

の実現に向けた教育の推進」、「地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育

の推進」、「教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進」、「計画の実効性確保 

のための基盤整備・対話」を掲げ、１６の教育政策の目標と基本施策、指標を提言。 
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● 初等中等教育分科会

「教育課程部会の議論における主な意見について」 

（初等中等教育分科会 教育課程部会 令和５年２月２０日） 

概要：現在全国各地で進められている学習指導要領等の下での教育課程・学習指導等の円滑か

つ確実な実施をフォローアップするという観点から、小学校・中学校・高等学校段階のそれぞれ

の学習指導要領の実施状況に加え、GIGA スクール構想のもとでの学習指導要領の実施状

況、STEAM 教育等の教科等横断的な学習、社会に開かれた教育課程などについて議論を重

ね、その議論において示された主な意見を整理した。 

「個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた教科書・教材・ソフトウェ

アの在り方について（審議経過報告）」

（初等中等教育分科会 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた学校

教育の在り方に関する特別部会 教科書・教材・ソフトウェアの在り方ワーキング 

グループ 令和５年２月２０日） 

概要：個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実するため、令和６年度からのデジタル教

科書の段階的な導入の在り方や、デジタル教材・学習支援ソフトウェアの活用促進に向けた

環境整備の在り方等について検討し、その内容を取りまとめた。

「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について～幼保小の協働に

よる架け橋期の教育の充実～」 

（初等中等教育分科会 幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会  

令和５年２月２７日） 

概要：幼稚園・保育所・認定こども園といった施設類型を問わず、また、家庭や地域の状況にか

かわらず、全ての子供が格差なく質の高い学びへと接続できるよう、幼児教育の質的向上及

び小学校教育との円滑な接続に関して検討を行った。特に、５歳児から小学校１年生までの２

年間を「架け橋期」と称して焦点を当て、幼児期及び架け橋期の教育の充実やその質を保障

するために必要となる方策や体制などについて検討し、今後の方向性等を取りまとめた。 
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● 大学分科会

「これからの時代の地域における大学の在り方についてー地方の活性化と地域の

中核となる大学の実現ー」（審議まとめ） 

（大学分科会 令和３年１２月） 

概要：地域社会の活力の低下や 18 歳人口減少が課題となる中で、「地域の中核となる大学」の

実現が我が国の社会全体の変革の駆動力となるとし、地域における大学の役割や大学にとっ

ての地域の魅力を整理し、①地域ならではの人材育成の推進、②地域ならではのイノベーショ

ンの創出、③連携の推進について、「大学」・「国」・「地方公共団体・産業界等」それぞれの視

点で求められる具体的な取組等について審議し、その内容を取りまとめた。 

「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について」（審議まとめ） 

（大学分科会 質保証システム部会 令和４年３月１８日） 

概要：（１）大学設置基準・設置認可審査、（２）認証評価制度、（３）情報公表からなる我が国の高

等教育の公的な質保証システムについて、３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課

程編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）に基づく教育の実質化を進める必要性、グ

ローバル化や遠隔教育の普及・進展を踏まえた対応の必要性等が指摘されたことを踏まえ、

「学修者本位の大学教育」、「社会に開かれた質保証」の実現を目指すため、それぞれの質保

証システムの改善方策及び定員の取扱い等について審議したものを取りまとめた。 

「人文科学・社会科学系における大学院教育改革の方向性」（中間とりまとめ） 

（大学分科会 大学院部会 令和４年８月３日） 

概要：社会経済活動が機能的価値から意味的価値を重視する時代へ移行するなか、価値発見・

価値創造的な視座を提供する人文科学・社会科学系の高度人材の育成が必要であると整理

した上で、人文科学・社会科学系の大学院進学・修了者の量的規模が極度に不足していると

いう現状及び当該分野の高度人材の能力等に対する社会的評価や認知が不足していること、

大学院における人材養成モデルが幅広いキャリアパスを支えるものになっていないなどの課

題に対する改革の方向性について中間とりまとめを行った。 
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「教学マネジメント指針（追補）」（大学分科会 令和５年２月２４日） 

概要：「教学マネジメント指針」（令和 2 年 1 月 22 日中央教育審議会大学分科会）作成後

も、文理横断・文理融合教育や学修の幅を広げる教育の推進、初等中等教育における学び

の変化への対応など、引き続き大学教育の改善が求められている状況を踏まえ、同指針の

追補として、大学入学者選抜について、教学マネジメントの確立に当たって確実に実施さ

れることが必要と考えられる取組や留意すべき点等について取りまとめた。 

「第１１期の議論のまとめ～法科大学院教育の更なる充実と魅力・特色の積極的

な発信について～」 

（大学分科会 法科大学院等特別委員会 令和５年２月１６日） 

概要：令和元年法改正による新たな一貫教育制度(いわゆる「３＋２」)と在学中受験の導入（令和

４年度に初めて法曹コース生が法科大学院に進学、令和５年度に在学中受験が開始、第 10

期の法学未修者教育に係る提言等を踏まえ、新たな一貫教育制度の着実な実施、在学中受

験に向けた教育課程の工夫、法学未修者教育の更なる充実、複数の法科大学院の連携、地

域の自治体や法曹界、産業界との連携、法科大学院等の魅力や特色の積極的な発信など、

法科大学院を取り巻く諸課題について議論、ヒアリングを行い、改善の提案や好事例を整理

し、取りまとめた。 

「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について」（審議まとめ） 

（大学分科会  令和５年２月２４日） 

概要：「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」（H30.11 中教審答申）で掲げられた「学修

者本位の教育の実現」のために、主として学士課程教育を念頭に、①文理横断・文理融合教

育の推進、②「出口における質保証」の充実・強化、③学生保護の仕組みの整備に関して、そ

れぞれの項目のために必要な取組等について大学や企業等の関係団体からのヒアリング

や、学修時間に関する調査結果等を踏まえた審議を行い、その内容を取りまとめた。 
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